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はしがき 
 

 多くのこどもにとって、親の離婚や別居は、これまでの生活や

考え方に大きな変化を与える一大事件である。しかし、離婚や別

居の際には、親は自分達のことで手一杯で、心の中で泣いている

こどもを一人の人間としてではなくあたかも持ち物として扱って

おり、こどもの代弁者が誰もいないという状況が見受けられる。  

 従来は、「法は家庭に入らず」という概念のもと、離婚という

民々の問題に公（行政）は介入すべきでないという考え方が一般

的であった。しかし、家庭内における虐待が顕在化してきた今、

むしろ行政が家庭に積極的に関与すべき時代が到来している。  

 明石市では、２０１１年から「こどもを核としたまちづくり」

に取り組み、まちの未来でもあるこどもに対する総合的な支援を

行ってきた。明石市こども養育支援ネットワークは、２０１２年

４月に民法第７６６条が改正施行されたことを受けて、養育支援

制度研究会とも連携し、マスコミによる好意的な報道を追い風

に、低予算にして市議会の理解も得た上で、こども総合支援施策

の一環として、全国に先駆けて２０１４年から取組を開始した。

取組にあたっては、こどもの立場、基礎自治体の責務、普遍性の

３つを基本理念に掲げて、当事者のニーズに即した支援策を段階

的に実施してきた。これまでの取組の中には、「参考書式の配布」

のように明石市から全国に広まったものがある一方で、「こども

の養育費緊急支援事業」（養育費の公的立替）のように国で実施

する方が望ましいものもあった。  

 明石市こども養育支援ネットワークは、これまでタブー視され

てきた離婚のテーマに行政として初めて風穴を開け、実現困難と

思われてきたことを次々に実現するという奇跡を起こしてきた。

まさに歴史的快挙というべきである。  

 この冊子は、明石市が、市民に最も身近な基礎自治体として、

こどもの立場に立って、こどもに寄り添って歩んできた１０年間

の軌跡をまとめたものである。本書が、親の離婚や別居に心を痛

めている全国すべてのこどもたちの笑顔のために役立つのであれ

ば、望外の喜びである。  
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序章 こどもに冷たい日本社会 

  



１  こどもが泣いている  

 

 「本当は離婚なんてしてほしくない。  

自分にとってはいいお父さんなんだ！」  

 

これは、親が離婚しようとしている小学生の  

男の子が、母親の代理人弁護士に対して  

泣きながら訴えた声である。  

  多くのこどもにとって、親が離婚や別居をするということ

は、自分の人生が大きく変わる一大事件である。親の離婚や別

居に直面したこどもの受け止め方は様々であり、安心してほっ

とした気持ちになるこどももいれば、不安な気持ちでいっぱい

になり心の中で人知れず涙の雨を降らせているこどももいる。  

  しかしながら、親は自分自身のことしか考える余裕がなく、

こどもの心の叫びに気付いていない。そのような親は、こども

を心と人格をもった一人の人間として尊重しておらず、あたか

も自分の持ち物であるかのように扱ってしまっている。  

 

  厚生労働省の調査によれば、１年間の離婚件数は約２０万件

で、このうち未成年のこどもがいる離婚は、全体の約６０％を

占めている。  

  毎日、日本全国のどこかで、親が離婚したことによって心を

痛めているこどもがいるにもかかわらず、こどもの声を代弁す

る者がいないのが実情である。冒頭の少年の声は、こうした日

本社会の由々しき事態を如実に物語っている。  

 

  

 

2



２  法は家庭に入らず  

 

  もっとも、従来の社会は、涙の雨を降らせているこどもに対

して傘を差し出すことをしなかった。その理由は、「法は家庭

に入らず」という古代ローマ法に由来する考え方が社会に深く

根付いていたからである。  

  これは、家庭内の問題については法が関与せず、自治的解決

にゆだねるべきという考え方である。離婚や別居は個人や家族

の問題であるため、「民」vs「民」の問題に「公」である行政

が介入すべきではないという固定観念が社会全体に浸透してい

た。いわば、離婚のテーマは、長い間、行政からタブー視され

ていたのである。  

 

  一方、諸外国では、日本よりもかなり早い時期から、離婚時

のこどもを支援する行政や司法のシステムが十分位置付いてい

た。たとえば、養育費確保支援策として、養育費の立替払いや

強制徴収の制度が導入されている。  

  このように、先進国であるはずの日本は、離婚等のこども養

育支援の分野においては極めて後進国であり、従来の固定観念

に縛られて、長い間、こどもに冷たい社会を放置し続けたので

ある。  
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第１章 ３年間の準備期間 

 

  



１  こどもを核としたまちづくり  

  

  このようなこどもに冷たい社会に１つの転機が訪れたのは、

２０１１年である。  

  その年の５月、市長選で「頑張るこどもたちをまち全体で応援

する」ことを掲げて６９票差の僅差で当選した泉房穂が、明石市

長に就任した。  

  泉は、明石市のビジョンとして、「こどもを核としたまちづく

り」を掲げて、こどもの立場に立った Children First の施策を

段階的に進めてきた。こども施策を全体的に所管する部署とし

て「こども未来部」（後に「こども局」に組織再編）を新設し、

こども部門の予算や職員数を大幅に増やし、明石市こども総合

支援条例を制定した。  

  明石市こども養育支援ネットワーク（離婚等のこども養育支

援）も、こども総合支援策の一環として位置付け、２０１２年４

月１日付で採用した５人の弁護士資格を有する職員を中心に、

徐々に準備を進めてきた。  

  人口約３０万人・面積約５０㎡の基礎自治体が、これまでタブ

ー視されてきたテーマに遂に風穴を開け、こどもの立場に立っ

て歩み始めたのである。  
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２  民法第７６６条の改正  

 

  同じ頃、遅まきながら国も動き始めた。  

 

  ２０１２年４月１日に改正施行された民法第７６６条に、養

育費の分担と面会交流が、こどもの監護について必要な事項の

具体例として示されるとともに、「子の利益を最も優先して考慮

しなければならない」ことが明記されたのである。  

 

  この法改正によって、養育費や面会交流の重要性が社会全体

で認識されるようになり、徐々に機運が高まってきた。  

  明石市の市民相談においても、「養育費を取り決めるためには

どうすればよいか？」、「こどもを別れた夫に会わせないといけ

ないのか？」といった養育費や面会交流に関する相談が増えて

きた。  

  

 

民法  

（離婚後の子の監護に関する事項の定め等）  

第７６６条  父母が協議上の離婚をするときは、子の監護をすべき者、父又は母と子と

の面会及びその他の交流、子の監護に要する費用の分担その他の子の監護について必

要な事項は、その協議で定める。この場合においては、子の利益を最も優先して考慮し

なければならない。 

・・・（略）・・・ 
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３  養育支援制度研究会との出会い  

 

  民法改正をきっかけに、学者や弁護士も動き始めた。  

 

  ２０１２年１２月、家族法分野を専門とする大学教授や離婚

問題に精通している弁護士らが集まって、離婚等のこども養育

支援についての研究会の立上げを協議し、２０１３年２月に「養

育支援制度研究会」を発足させた。  

 

  発足当初の主なメンバーは、以下の方々である。  

   棚村政行  氏（早稲田大学法学学術院教授）  

   若林昌子  氏  

（前公益社団法人家庭問題情報センター（FPIC）理事長）  

   鶴岡健一  氏  

（公益社団法人家庭問題情報センター（FPIC）事務局長）  

   榊原富士子  氏（弁護士）  

   片山登志子氏（弁護士）  

   福市航介  氏（弁護士）  

 

  このうち、棚村氏にはその６年後の 2019 年に「明石市こど

もの養育費に関する検討会」の会長に就任していただき、片山氏

と福市氏にはその翌年の 2014 年に「明石市こども養育支援ネ

ットワーク連絡会議」の委員に就任していただいた。また、若林

氏、鶴岡氏及び榊原氏は、明石市こども養育支援ネットワークの

立上げ当初に明石市にお越しいただき、貴重な意見交換をさせ

ていただいた。  

 

  この研究会との出会いが、明石市に大きな影響を与えたこと

は多言を要しない。  
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４  マスコミによる好意的な報道  

 

  遂には、マスコミも動き始めた。  

 

  ２０１４年１月、マスコミ各社が立て続けに、離婚等のこども

養育支援をテーマとした報道を行った。毎日新聞と読売新聞が

同じ日（１月２２日）に特集記事を掲載し、このテーマを取り上

げた。  

 

  いずれの報道も、親の離婚や別居により影響を受けるこども

の現状を伝えて、明石市の取組を評価しており、明石市こども養

育支援ネットワークにとって追い風となった。  

 

  これらの報道を見た市民らから明石市に対して、明石市の取

組についての様々な意見が寄せられたが、賛成意見も多くあり、

市民の理解や共感も深まってきた。  
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５  市議会の承認―サンキュー予算  

 

  最後の砦は、市議会である。  

 

  一部の市民から共感を得始めたとはいえ、一方で、「法は家庭

に入らず」という従来の考え方を強く主張する市民や市議会議

員もいる。  

  こども養育支援施策は予算を伴うものであり、市民の代表で

ある市議会の理解を得ないと始まらない。  

  そこで、市議会の理解を得るために、まずは低予算でスタート

することを心がけた。なお、予算を少なくしたのは、明石市と同

様の取組を全国各地で実現できるようにすることも意識してい

る。  

 

  ２０１４年度当初予算は約３９万円（サンキュー予算）を計上

し、無事に可決された。予算の主な内訳は、FPIC への相談（こ

ども養育専門相談）業務委託費用と消耗品費（参考書式やパンフ

レットの用紙代）である。  

 

  ちなみに、その後は毎年予算を少しずつ拡充していき、２０２

０年度補正予算では、こどもの養育費緊急支援事業費（養育費立

替費用）として１５００万円が全会一致で可決されている。これ

はまさに、市民や市議会議員の理解の表れである。  
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第２章 

 明石市こども養育支援ネットワークの誕生  

 

  



１  ３つの基本理念  

 

(1) こどもの立場で  

 

   ２０１４年４月１日、明石市こども養育支援ネットワーク

は、３つの基本理念を掲げて、満を持して産声をあげた。  

 

   １つ目にして最も重要な基本理念は、こどもの立場に立つ

という点である。  

 

   母親の立場でもなく、父親の立場でもなく、離婚や別居の際

に最も影響を受けるこどもの立場に立って、こどもの目線で、

こどもに寄り添って、こどもの成長を応援する―これこそが、

明石市こども養育支援ネットワークの根幹である。  
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 (2) 基礎自治体の責務  

 

   ２つ目の基本理念は、基礎自治体の責務である。  

 

   従来の社会が固執していた「法は家庭に入らず」の考え方は、

もはや時代遅れとなっている。近年、家庭内での虐待や暴力が

増えて、こどもにとって家庭が必ずしも安住の地ではなくな

りつつある。このような状況下において、こどもへの支援は、

親や家族だけに任せるのではなく、社会（行政）全体で行う必

要性が高まっている。  

 

   時代は変わった。今や、行政が家庭に関与して積極的に支援

することが求められる時代であり、こどもに最も身近な基礎

自治体として、こどもに寄り添って支援することは、市区町村

の責務であるといっても過言ではない。  
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 (3) 普遍性  

 

   ３つ目の基本理念は、普遍性である。  

 

   言うまでもないことであるが、こどもの養育支援は、明石市

だけにとどまらず、全国どこでも当たり前に実施されている

ことが重要である。そのため、明石市で始めた取組は、他の自

治体でも実現可能なものにすることを特に意識した。  

 

   具体的には、こどもや親に何かを強制したり義務付けたり

するものではなく、支援策の利用はあくまでこどもや親の任

意とすることにした。  

   また、予算についても、第１章５（１２頁）で記したとおり、

少ない金額（サンキュー予算）からスタートして、全国どこの

自治体でも躊躇わずに取り組めるように配慮した。  
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２  はじめの三歩  
 

これらの３つの基本理念を掲げて、２０１４年４月から、３

つの取組を始めた。  

 

(1) 参考書式の配布  

 

   養育費や面会交流についての相談が増えたことを受けて、

父母間の話し合いのきっかけや参考資料としてもらうため、

「こどもの養育に関する合意書」と「こども養育プラン」の２

種類の書式を作成した。  

 

   これらの書式を「合意書・養育プラン作成の手引き」に挟み

込み、相談時や離婚届の配布時に配布している。  

 

   使い方としては、手引きを参考に、プランに父母が各自の希

望を記載して、それをもとに合意書を作成することを想定し

ている。  

 

   詳細については、第５章２（８３頁）を参照されたい。  
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 (2) こども養育専門相談  

 

   養育費や面会交流についてゆっくり時間をかけて相談した

いとの声を受けて、専門家による総合相談を開始した。  

 

公益社団法人家庭問題情報センター（FPIC）大阪ファミリー

相談室の相談員（家庭裁判所調査官経験者など）が、毎月１回

（３枠）、養育費や面会交流など、離婚時等におけるこどもの養

育に関する相談全般に応じている。  

 

   詳細については、第５章３（９１頁）を参照されたい。  
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ご利用イメージ 

５月９日（金） 
オープン 

借金・離婚・相続・労働問題・犯罪被害・・・ 

こんなとき、まずは法テラスへ 

明石市役所内窓口 

法的トラブルでお悩みの皆さん まずはお気軽にお電話ください 

法テラス明石市役所内窓口 ☎0503383-1104 
※平日午前９時～午後５時までのうち、受付日時以外の時間帯は法テラス兵庫に電話が自動で転送されます。 

法テラスと自治体が連携した全国初の窓口です。 

情報の提供は無料で何度でもご利用いただけます。 

業務内容 

■問題解決までの道案内（情報提供） 

お困りごとの内容に応じて「法制度」や「相談窓

口」などの情報を提供します。 

 どなたでも無料で、何度でもご利用いただけます。 

■法律相談のご案内 

（条件によって無料でご利用いただけます。） 

■犯罪被害者支援の知識や経験がある弁護士の紹介 

など 

受付日時 

毎週火・水・金曜日 

午前９時～正午 午後１時～午後５時 

※年末年始と休日は除きます 

場所 

明石市役所本庁舎２階 市民相談室内 

（明石市中崎１－５－１） 

 

「法テラス」はこんなところ 

国によって設立された法的トラブル解決のため

の「総合案内所」です。 

お問い合わせ内容に応じて、解決に役立つ「法制

度」や「相談窓口」などの情報を無料でご案内して

います。 

経済的に余裕のない方には、無料法律相談や弁護

士・司法書士費用の立替えをいたします。 

トラブルに 

あってしまった 

法テラスへ 

電話・面談 

解決に必要な 

情報や窓口の案内 

法律相談を 

受ける（無料も有） 

弁護士等の費用の 

お立替え（条件あり） 

日 本 司 法 支 援 セ ン タ ー 
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３  半年後の四歩  
 

それから半年後の２０１４年１０月１日、おそるおそる足を踏

み出した最初の三歩が軌道に乗ってきたことから、さらに四歩前

に進むことにした。  

 

(1) パンフレット「親の離婚とこどもの気持ち」の配布  

 

  ①  経緯  

    序章１（２頁）で記したとおり、親の離婚で心を痛めて

いるこどもの気持ちに気付いていない親が多く見受けられ

る。そこで、そのような親に対してこどもの気持ちを伝え

て、こども目線で考えることの重要性を知ってもらうため、

パンフレットを作成して、相談時や離婚届の配布時に、参

考書式とともに配布している。  

 

  ②  内容  

    こどもに接する際のアドバイス、  

年代別のこどもの気持ちと対応の  

仕方及び母子・父子家庭支援策を  

伝えるとともに、こども養育プラ  

ンの作成を勧めている。  

 

  ③  効果  

    児童扶養手当の現況届提出者を  

対象としたアンケート結果による  

と、このパンフレットを参考にしている親が少なからずい

ることから、一定の効果は上がっている。  

パンフレットは明石市役所内部で印刷しており、予算も  

紙代程度と僅かであることから、他の自治体でも同じよう

に配布することは極めて容易である。親の離婚で涙の雨を

降らせているこどもは全国各地に住んでいる。全国の自治

体がこのパンフレットを配布して、こどものために傘を差

し出すことを願わずにはいられない。  
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(2) こどもと親の交流ノート（養育手帳）  

 

   離婚や別居後の父母がこどもの情報（病気や学校生活など）

を共有できていないことでトラブルが生じているという現状

を受けて、こどもの情報を共有できるようにするためのノー

トを作成し、市民相談室などで希望者に配布している。  

 

   使い方としては、父母それぞれがこどもの情報を書き込ん

で、こどもを通じて相手に渡すことを想定している。  

 

   詳細については、第３章２（４９頁）を参照されたい。  
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 (3) 親子交流サポート事業  

 

   面会交流の実施場所に悩んでいるので公共施設を開放して

ほしい旨の要望を受けて、こどもが安心して安全に親との交

流を深めることができるための場所を提供している。  

具体的には、日本最古のプラネタリウムがある市立天文科

学館を開放し、プラネタリウムのファミリーシートやイベン

トの優先予約及び親の入館料の無料化（高校生以下のこども

は全員無料）を行っている。  

 

   ２０１５年６月には、親子交流を啓発するため、父の日キャ

ンペーンを実施した。  

 

詳細については、第３章３（５２頁）を参照されたい。  
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     妊婦の方・こどもの出生届が提出できていない方へ 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 
 

 

 

 

 
 

所在地    明石市中崎１丁目５番１号  明石市役所本庁舎２階  市民相談室 

開設時間  毎週月～金曜日(祝日を除く)  午前９時～午後５時 
・無戸籍問題についてのパンフレットもご用意しています。まずは窓口までご相談ください。 

 

 
 

戸籍がない方も、多くの行政サービスを受けられます 
健康保険証・予防接種・保育所入所…など、戸籍がなくても社会生活を送るうえで必要な 

多くの行政サービスは受けることができます。 
 

戸籍を作る手続も、一緒に進めていきましょう 
戸籍を作るための手続には、色々な方法があります。お一人で抱え込むことなく、まずは 

ご相談ください。 

 

 
離婚調停や訴訟が長びいたり、DV などにより離婚手続もままならなかったり 

 

して、婚姻中や離婚後 300 日を経過する前にこどもを出産したような場合、実際の父親 
 

でなく、(前)夫のこどもとして戸籍が作られます。 
 

そして、これを避けるため、出生届の提出ができず、結果としてこどもに戸籍ができ 
 

ないという状況が起こります。 
 

 
夫の暴力から逃れ別居。    長かった離婚裁判が終わる。   お腹の子どもの父親と結婚   離婚成立から３００日以内 

話し合いができず、離婚    そのとき、お腹には新しい    し、無事に出産。新しい人   の出産だったので、届け出 

裁判が始まる。        パートナーとの子どもが。    生が始まるはずだったが…   をすると前夫の子どもに… 

のご案内 
 

 

 

・離婚調停を考えていま

す。妊娠中なのですが、

こどもが無戸籍にならな

いか不安です… 

・まだこどもの出生届が提

出できていませんが、保

育所に入所させること

はできますか？ 

・前の夫の戸籍に入って

しまうと聞き、こども

の出生届が提出でき

ていません。どうすれ

ばよいですか？ 

・無戸籍の問題につ

いて弁護士に相

談したいのです

が。 

 

例えば、こんなお悩みはありませんか？ 

[子どもが無戸籍となる場合の一例] 

明石市役所 無戸籍者のための相談窓口 

まずは 

ご相談ください 

なぜ、無戸籍になるの？ 
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918-5102
月～金曜日
（祝日を除く）

上記時間外及び休日は
民法 772 条による無戸籍児家族の会

こどもの出生届が提出できていない方

自分に戸籍がなくて悩んでいる方

明石市役所 市民相談室

9：00 ～ 17：00

戸
籍
を
作
る
た
め
の

裁
判
所
へ
の
申
立
費
用
も
補
助
し
ま
す

一
人
で
悩
ま
ず
相
談
し
て
く
だ
さ
い

918-6059

サポートナンバー

カードの交付

行政サービスの
コーディネート

運
転
免
許
証
や

パ
ス
ポ
ー
ト
を
作
れ
な
い…

これまでに、

9人の方が戸籍を作られました。

戸籍がない方も、

多くの行政サービスを受けられます。

戸籍を作る手続も、

一緒に進めていきましょう。

発行：2021 年 1月

ほかにも…

こ
の
子
の
将
来
を
考
え
て…

（　  090-8048-8235）

無戸籍24時間
相談ダイヤル
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市内在住・在学の小学４年
生から中学３年生
（親が離婚・再婚・別居している
こどもに限定）

￥0参加費無料参加費無料

タダ
で行ける！

小学４年生～中学３年生対象

●申込者多数の場合は抽選。７月下旬ころ参加の可否を連絡します。●後日、実施団体より詳しい案内を送付します。

主催：明石市　　企画運営：ＮＰＯ法人Ｗｉｎｋ

★

月月 日　～　  日日　～　  日

市立少年自然の家
（大久保町江井島 567）
市立少年自然の家
（大久保町江井島 567）

88

8/88/8（土）　（土）　
14：00～14：00～

を観覧！を観覧！

77 9  9  
場
所

金 日

詳しくは裏面をご覧ください

お兄さん・お
姉さんと

話そう
親のリコン

野外バーベキュー

みんなでワイ
ワイ

カレー作り！

「さかなクンの
　ギョギョッとびっくり！
　　　　たこさんのお話」

場所／市民会館大ホール

タダ
で行ける！

定
員 20 人程度

★

めちゃめちゃ楽しかった！！メンタルセミ

ナーを聞いて自分の考え方をもっとポジ

ティブに考えようと思った（中１）

楽しかったし、自分をみつめなおせた

（中３）

★ すごく自分のためにもなったし、色々学べ

た気がする。みんなともいろんな話ができ

てよかった（中１）

みんなで学ぼう 元気なこころみんなで学ぼう 元気なこころ

88 77 9  9  

みんなで食べるとおいしいね！

NPO 法人 Wink 主催のキャンプに以前参加した

こどもたちの声

みんなはどう思っているの？

うまくできるかな！？楽しみ！

対
象

38



　明石市では親の離婚や別居に伴う
「こどもの養育」を支援する事業を
行っており、その一環として「こど
もふれあいキャンプ」を開催します。

　親の離婚はこどもに大きな影響を与え
ることがあり、こどもは不安な気持ちを抱え込んでし
まうことが少なくありません。
　このキャンプの目的は、親の離婚を経験して成長し
たスタッフや仲間と共同生活を送ることで、日常の不
安や悩みを改善することにあります。
　こどもが自分の気持ちや家族の問題と向き合い、乗
り越えていくためのきっかけになれば幸いです。

住　所

電話番号

離婚前 　　 　        離婚後
　②お子さんについて教えてください

一時保育

 個別相談　　　　　希望しない　　・　　　希望する

性　別 男　・　女

「離婚後の子育てとこどもの気持ち」参　加　申　込　書

希望なし　・　あり（子どもの年齢　　　　歳）

・法律相談　　　・心の悩み相談
・行政サービスに関する相談
・その他（　　　　　　　　　　　　　）

希望者は○をつけてください
第３部

※いただいた個人情報は、本講座に関わる目的にのみ使用し、他の目的には使用いたしません。

下記の項目は、第２部のグループ分けの参考にさせていただきます

明石市  市民相談室

電　話：９１８-５００２
ＦＡＸ：９１８-５１０２ 
メール：soudan@city.akashi.lg.jp

 

※1 歳半～就学前の
　一時保育を行います

申し込み先

明石
市の

  取り
組み

①現在の状況について○をつけてください

・同居の子ども　無・有（①　　　歳　男・女 / ②　　　歳　男・女）
・別居の子ども　無・有（①　　　歳　男・女 / ②　　　歳　男・女）（　　  年　  月離婚）

こどもふれあいキャン
プ

８／7（金）～９（日）・
２泊３日

　離婚家庭のこどもを対象としたキャンプを開催した
実績のある民間団体に実施を委託します。
　スタッフは親の離婚などを経験したお兄さんお姉さ
ん世代です。世代も近く、親近感を感じてもらえるこ
とでしょう。キャンプに参加したこどもからは「楽し
かったし、自分をみつめなおせた。」などの声が寄せ
られています。
　参加費は無料です。ぜひ、楽しくて、一回り成長で
きる「こどもふれあいキャンプ」にご参加ください！

キャンプの内容

当事者として成長したスタッフがこどもの気持ちに寄り
添います。
◎心の健康について学びます。夢を叶えるための強い心
を養ったり、嫌な思い出をプラスに変えたりする方法を
身につけます。
◎カレー作りなどの調理を体験します。日常生活に役立
つのはもちろん、自立心を養うことにもつながります。
◎テレビで大活躍のさかなクンの講演会にご招待します。
さかなクンご本人から魚や明石にまつわる楽しい話が聞
け、貴重な体験になります。

◎スタッフやこどもたちで対話する機会を設け、家庭の
ことや将来のことを話し合います。離婚家庭のこどもの

（同居中・別居中）

〒 -

対　象

定　員　

参加費　

申込期間

市内在住・在学の小学４年生から

中学３年生（親が離婚・再婚・別

居しているこどもに限定）

２０人程度

無料

6 ／ 10( 水 ) ～ 7/17( 金 )

下記の参加申込書（ＦＡＸ・メール）

または電話

申し込み先　　明石市市民相談室

申込日 　　平成２７年　　　月　　　日

 こどもの （ふりがな） 生年月日 　平成　　　年　　月　　日　（　　　歳）

　　　　　　　　　　　　　小学校 ・ 中学校

　　　　　　　　　　　  　年

保護者の  (ふりがな)

　氏　名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（父・母）

　住　所

〒　　　　　－

自　　宅　　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　 　　－

保護者携帯　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　－　　　　　　　　

　 　　親が　　　　　　　　離婚　・　再婚　・　別居　　　　　　（　　年　　ヶ月前から）

　　　　　　　　　　　　　　　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　（保護者の方に連絡のつきやすい時間帯をお書きください）

こどもふれあいキャンプを知ったのは 　　　 広報あかし　・　市のホームページ

　　　　　　　　　　　　　　　ポスター（場所　　　　　　　 　　）　・　チラシ（場所　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（男・女） 学校名・学年　氏　名

　電　話

「こどもふれあいキャンプ」参加申込書

※申込後、当キャンプを実施するＮＰＯ法人Ｗｉｎｋのスタッフからお電話をさせていただきます（お子さんの健康状態やご家庭での様
子などの聞き取りのため）。　※申込締切後、参加の可否を決定し、７月下旬にご連絡いたします。申込多数の場合は、抽選といたします。

こどもの

 名　前

保護者の

 名　前
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(2) 離婚前講座「離婚後の子育てとこどもの気持ち」  

 

  ①  日時  

    ２０１５年１月２５日（日）  

 

  ②  場所  

    明石市生涯学習センター  

 

  ③  参加者  

    未成年のこどもがいて離婚を考えている又は既に離婚し

た父母２１名  

 

  ④  企画運営  

    FAIT-Japan 研究会  

    協力：小田切紀子氏（東京国際大学教授）  

       福丸由佳氏（白梅学園大学教授）  

 

  ⑤  内容  

    こどもの気持ちを考えるワークショップ（FAIT プログラ

ム）を実施して、離婚や別居時にこどもが心配しやすいこと

やそれに対する対応の仕方を学ぶ  

 

  ⑥  参加者の声  

   「男女、環境、境遇、さまざまな方の意見、感じることが聞

けてよかった。」  

   「こどもの感じることが知れてよかった。配慮してあげるべ

きだと強く感じた。」  
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  ⑦  効果  

    多くの親が離婚前講座に参加したことを肯定的に捉えて

いるが、参加後の感想は十人十色であった。  

    たとえば、既に離婚をしている親の体験談を聞くことに

よって、離婚後の生活や親子関係を思い描きやすくなり、

こどもに配慮できるようになったと感じた親がいた。一方

で、離婚前講座に参加した結果、離婚しない方がこどもの

ためになると感じた親もいた。  

    いずれにせよ、離婚や別居の際に自分自身のことで頭が

いっぱいになっている親が、離婚前講座に参加すること

で、こどもの気持ちに気付くことができたのは大きな成果

である。  

 

  ⑧  提言  

    言うまでもないことであるが、家族の形は家族の数だけ

あり、どれが正解というものでもない。このような多様な

家族の在り方を前提として、こどもの最善の利益を実現す

るためには、離婚を考えているすべての親に対して離婚前

講座（親ガイダンス・親教育）を受講させ、離婚時におけ

るこどもの気持ちや養育費等について取り決める意義を伝

えることが重要である。  

    最近は、FAIT プログラムが、オンラインによるワーク

ショップを実施しており、全国どこからでもアクセスでき

るようになっていると聞く。  

    全国すべてのこども達が親の離婚で辛い思いをしないよ

うにするためにも、国において全国で離婚前講座を実施で

きる体制を整えるべきである。  
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平成 27 年

１月2 日5 日

生涯学習センター
（アスピア明石北館８階）学習室３

日 

時

13:00 ～ 16:50

場 

所

第 １ 部
　　　　　子育て説明会
　　離婚後の行政サービスについて

時間 /13:00 ～ 13:50
場所 / 生涯学習センター　学習室 3

第 ２ 部

ワークショップ

時間 /14:00 ～ 16:50
場所 /あかし男女共同参画センター 会議室２及び３

第 ３ 部 個別相談会

時間 /17:00 ～
内容 /臨床心理士や弁護士など
　　　が個別に相談に応じます

専門職が悩みをお伺いします

対 

象

未成年の子どもがいて、離婚を考えている

（離婚をした）父・母

これからの子育てが不安…

これからも

パパやママに会えるの？

 参加費無料
　　※一時保育あり

相談内容や個人情報のプライバシーは厳守しますので安心してご参加ください。

　「これからどんなことが大変になるんだろう？」「行

政はどんな支援をしてくれるの？」家族問題の専門家

や市担当者がそんな疑問にお答えします。また、臨床

心理士や弁護士などによる個別相談も実施。あなたの

悩みやお困りごとをお聞きします。

第 1･2 部参加者で
希望者のみ

FAITプログラムで一緒に考えよう

電話　078-918-5002
FAX　 078-918-5102
E-mail 　soudan@city.akashi.lg.jp

電話かファクシミリ、メールに参加者の住所、
氏名、年齢、電話番号、個別相談の希望の有無
を記入し、１月９日（金）までにお申し込みく
ださい。
【定員】20 名程度（応募多数時は、選考となります。）

お問い合わせ・申し込み

※一時保育あり（事前申し込み要）

と

（17:00 から個別相談会）

ファイト

明石市 政策部 市民相談室

こどもの気持ちを考える

離婚後の子育て
こどもの気持ち

( アスピア明石北館 8階）

内容 / ◆ 養育費と面会交流
　　　　離婚にあたって考えておくべきこと
　　　◆ こどもを支える行政サービス
　　　　   ・各種手当、給付金など
　　　　     ・幅広い相談窓口

(アスピア明石北館 7階）

内容 /離婚時に子どもが心配しやすいことや、
　　    それへの対応の仕方を学びます。家族
　　    や子どもの専門家のもとグループ形式
             で行います。DVDを見たり話し合いを
　　　通して、子どもの気持ちに寄り添った
　　　離婚後の家族の形を考えます。

講 座
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名　前

住　所

電話番号

離婚前 　　 　        離婚後
　②お子さんについて教えてください

一時保育

 個別相談　　　　　希望しない　　・　　　希望する

性　別 男　・　女

「離婚後の子育てとこどもの気持ち」参　加　申　込　書

希望なし　・　あり（子どもの年齢　　　　歳）

・法律相談　　　・心の悩み相談
・行政サービスに関する相談
・その他（　　　　　　　　　　　　　）

希望者は○をつけてください
第３部

※いただいた個人情報は、本講座に関わる目的にのみ使用し、他の目的には使用いたしません。

下記の項目は、第２部のグループ分けの参考にさせていただきます

明石市  市民相談室 ＦＡＸ：０７８-９１８-５１０２ 

※1 歳半～就学前の
　一時保育を行います

申し込み先

　　明石市では、 こども養育専門相談や面会交

流サポート事業など、 離婚後の子育てを応援し

ています。明石
市で
の

  取り
組み

明石市　こども養育支援

明石市ホームページで

公開しています検　索

http://www.city.akashi.lg.jp/

①現在の状況について○をつけてください

・同居の子ども　無・有（①　　　歳　男・女 / ②　　　歳　男・女）
・別居の子ども　無・有（①　　　歳　男・女 / ②　　　歳　男・女）（　　  年　  月離婚）

こども養育専門相談

　　離婚前 ・離婚後の子育てに関する相談など、 専門の相

談員による 「こども養育専門相談」 を行います。

[ 相談日時 ]　毎月第４木曜日　13 時 00 分～ 16 時 00 分

[ 相談場所 ]　市民相談室 （電話 /078 ‐ 918-5002）

[ 相談員 ]　公益社団法人家庭問題情報センター （ＦＰＩＣ） 大

阪ファミリー相談室の相談員　　　

[ 定員 ]　１日３組　※要予約　

[ 申し込み ]　毎月 1日 （閉庁日の場合は翌開庁日）

午前 8時 55 分からその月の相談について電話にて予約受

付 （同一案件についての相談は、 原則 1回限り）

こどもと親の交流ノー
ト

（養育手帳）の配布

親子交流サポート事業

パンフレット等の配布

　　離婚 ・別居後の子どもの情報を、 父母間で共有するた

めの連絡ノートです。

ます。

　　プラネタリウムのファミリーシートや

イベントの優先予約も受け付けます。

詳細は、 市民相談室 （９１８－５００２）

へお問い合わせください。

※要申し込み

　親の離婚時にともなう子どもの気持ちを、 年齢別にわかりや

すく説明するパンフレットです。 子どもの気持ちに配慮するため

のアドバイス、 母子 ・父子家庭支援策なども記載しています。

離婚届用紙とともに配布します。

　　子どものふだんの生活や最近の様

子、 面会交流時の様子などが書き込め

るようになっています。 子どもの情報が

共有できれば、 親子ともに安心して面

会交流に臨めます。

　　市民相談室にて希望者に配布します。

▲養育手帳

　　離れて暮らす親子間の交流を深めるための場所として、

天文科学館の入館料を無料でご利用いただけ

「親の離婚とこどもの気持ち」

養育合意書・養育プラン

　養育費や面会交流など父母間で取り決める約束事を記入する

など、 今後の子どもの養育に関する話し合いの参考としてご利

用ください。

（同居中・別居中）

〒 -

パンフレットの配布
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(3) 離婚後の子育てガイダンス  

 

  ①  経緯  

    児童扶養手当の現況届提出時期である８月は、母子・父子

家庭のこどもや親と顔を合わせることができることから、

２０１６年８月から毎年、認定特定非営利活動法人しんぐ

るまざあず・ふぉーらむ（理事長 :赤石千衣子氏）に委託し

て、ひとり親家庭総合相談会を開催している。数ある相談メ

ニューの１つとして、離婚後の子育てガイダンスを行って

いる。  

 

  ②  内容  

    山口惠美子氏（明石市親子交流支援アドバイザー）が、主

に初回の児童扶養手当現況届提出者を対象に、離婚・別居時

におけるこどもの気持ちや親の心のケアについてガイダン

スを行い、個別の相談にも応じている。  

 

  ③  参加者の声  

   「こんなことは相談できるのかなぁ…と思って後回しにな

っていた問題（こどもの発達と面会交流など）について話を

聞くことができて、とてもほっとしました。」  
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第３章  

すべてのこどもに愛情を！～面会交流支援～ 

  



１  総論  
 

 「私は、すべからく子供には親から『栄養と愛情』を  

 受け取る権利があると思っています。離婚でいえば、  

 栄養は養育費、愛情は面会交流です。」  

 

これは、明石市こども養育支援ネットワークを立ち上げた頃に、

明石市長・泉房穂が、雑誌の取材で語った言葉である。  

 

明石市では、すべてのこどもに愛情を届けるため、養育費確保

支援よりも先に、面会交流支援に丁寧に取り組んできた。  

こどもの情報を共有するためのノート（養育手帳）を配布し、

面会交流場所として公共施設を提供するほか、面会交流当日にこ

どもの付添いや受渡しも行っている。  

 

言うまでもないことであるが、面会交流は、親のためではなく、

こどものために行うものである。こどもが望まない面会交流は行

うべきではない。また、面会交流を行う際には、こどもの安心・

安全が最優先であることも当然である。  

明石市で作成して配布している参考書式「合意書・養育プラン

作成の手引き」にも、「面会交流はこどもの安全と安心が前提と

なります。」と注意喚起をして、そのことを呼びかけている  

（８９頁）。  
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２  こどもの情報共有―養育手帳  
 

 (1) 開始時期  

   ２０１４年１０月  

 

 (2) 経緯  

   明石市こども養育支援ネットワーク連絡会議の委員から、

離婚や別居後の父母がこどもの情報（病気や学校生活など）を

共有できていないことでトラブルが発生している現状につい

て報告があったことを受けて、韓国の取組を参考に作成した。 

 

 (3) 内容  

   主に一緒に暮らす親（監護親）が書く欄と、定期的に会う親

（面会親）が書く欄に分かれており、それぞれの親がこどもの

情報を書き込んで、こどもを通じて渡す交換日記である。  

   監護親がこどもの最近の生活や相手に気を遣ってほしいこ

となどを、面会親がこどもと会ってどのように過ごしたかな

どを書くことを想定している。  

 

 (4) 効果  

   これまでに一定数を配布していることから、ニーズはある

ものと思われる。養育手帳の内容は全国共通であり、外注費

用（印刷製本費）も１冊１００円程度で予算もあまりかから

ないことから、他の自治体でも同じように配布することは十

分可能である。  
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３  場所の提供―親子交流サポート事業  
 

 (1) 開始時期  

   ２０１４年１０月  

 

 (2) 経緯  

   明石市こども養育支援ネットワーク連絡会議の委員から、

面会交流の実施場所に悩んでいるので公共施設を開放してほ

しい旨の要望を受けたことから、こどもが安心して安全に親

との交流を深めることができるようにするため、公共施設を

無料で開放した。  

 

 (3) 内容  

   日本最古のプラネタリウムがある市立天文科学館を、面会

交流に適した空間として提供している。  

   面会交流目的で利用する場合は、親の入館料を無料（高校生

以下のこどもは全員無料）にしているほか、プラネタリウムの

ファミリーシートやイベントの優先予約を受け付けている。  

 

 (4) 効果  

   これまでに市立天文科学館を面会交流の場所として利用し

た親子がいることから、ニーズはあるものと思われる。こど

もが安心して安全に面会交流をすることができる場所は、全

国的にもそれほど多くないと耳にする。公共施設はまさに適

した場所であることから、全国の自治体においても、こども

のために公共施設を無料で開放してほしいものである。  
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４  親子の架け橋－面会交流のコーディネート  
 

 (1) 開始時期  

   ２０１６年１０月  

 

 

 (2) 経緯  

   面会交流において悩ましい問題の１つに、こどもを別居親

にどのように引き合わせるかという問題がある。  

 

   父母間の葛藤が高く、お互いに顔を合わせられないような

ケースでは、祖父母や代理人弁護士が仲介する例も見受けら

れるが、往々にして仲介者が父母の一方に加担しがちとなり、

うまくいかないケースもあると聞く。また、民間支援団体によ

る仲介の場合は、費用が悩みの種であるとの声も耳にする。  

 

   このような声を受けて、市が親子の架け橋となるべく、こど

もの立場（父母間においては中立の立場）に立って、無料で面

会交流のコーディネートを行うことにした。  

   行政が自ら面会交流をコーディネートしている自治体は、

後にも先にも明石市だけである。  
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 (3) 大前提  

   こどものための安心・安全な面会交流をスムーズに行うた

め、面会交流のコーディネートを行う際には、以下の３点を大

前提としている。  

 

  ①  こどもが中学生以下で明石市内に住んでいる  

    「明石のこどもたちをまち全体で応援する」ことをまちづ

くりのビジョンに掲げているため、親の居住地にかかわら

ず、こどもが明石市内に住んでいることを必要としている。 

    また、一般的に高校生以上のこどもは自分の意思で面会

交流をすることができる現状に鑑み、中学生以下を対象と

している。  

 

  ②  こどもと父母全員の同意が必須である  

    こどもと父母三者全員の同意を得られない場合は、コー

ディネートを行わないことにしている。同意の方法は、文書

でも口頭でも構わない。  

 

  ③  市は合意形成に関与しない  

    三者のうち誰かが同意しない場合や、文書での合意に違

反した場合に、市がその者に対して同意を強制したり合意

違反の責任を追及したりすることはない。  

    市は、あくまで、三者で合意した内容を実現するためにサ

ポートするにとどまり、合意形成自体は裁判所や弁護士の

業務として役割分担をしている。  

 

 

(4) 支援者  

   面会交流に関して豊富な知識と経験を持つ山口惠美子氏

（明石市親子交流支援アドバイザー）を中心に、市職員（一般

行政職員及び弁護士職員）が担当している。  

   ケースによっては、公益社団法人家庭問題情報センター

（FPIC）大阪ファミリー相談室に応援を頼むこともある。  
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 (5) 内容  

 

  ①  交流日程等の連絡調整  

    支援者が父母それぞれに連絡をして、第２日曜日を原則

として面会交流の日程調整を行う。父母にとっては、相手方

と直接連絡をとらなくても済み、心理的負担が軽減される

というメリットがある。  

 

  ②  面会交流当日におけるこどもの受渡し  

    面会交流当日に、支援者がこどもと一緒に暮らしている

親（監護親）からこどもを預かり、こどもと離れて暮らして

いる親（面会親）のもとにこどもを連れて行く。  

    交流中は、支援者はこどもや親に付き添わず、親子水入ら

ずの時間を過ごす。  

    交流後は、支援者が面会親からこどもを預かり、監護親の

もとにこどもを連れて行く。  

    父母にとっては、交流当日に相手方と顔を合わせなくて

も済むというメリットがある。  

 

  ③  面会交流の場における付添い  

    こどもを親に引き合わせる流れは②と同様であるが、交

流中に支援者が付き添う点が②と異なる。主に未就学児が

対象で、交流場所は明石駅前再開発ビル（パピオスあかし）

５階（あかしこども広場）のプレイルームである。  

    こどもと面会親だけで過ごすことを避けられるため、特

に監護親にとっては、連れ去り等を心配することなく安心

して面会交流をすることができるメリットがある。  
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 (6) 大まかな流れ  

 

  ①  事前面談  

    支援者が父母それぞれと事前面談を行い、こどもの状態

や交流の状況などについて確認する。  

 

  ②  申込み  

支援の利用について、こどもと父母の全員から同意をも

らう。  

 

  ③  交流日程等の連絡調整  

    支援者がこどもと父母の予定を確認する。  

 

  ④  交流当日  

    こどもが安心・安全に面会交流をすることができ、父母が

直接顔を合わせなくても済むようにするため、こども・監護

親と面会親の集合時間と場所を別々に案内している。一般

的に、面会親が先に集合場所に到着し、帰りはこども・監護

親が帰宅してから一定時間経過後に面会親が帰宅する。  
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(7) 実績・ケース紹介  

 

  ①  実績  

    約４年半の間（２０１６年１０月～２０２１年３月）に、

３４人のこども（２２家族）を支援し、コーディネートを合

計２２１回行った。  

 

  ②  ケース１  

 

   【こども】  ８歳男児（支援開始時）  

   【監護親】  母  

   【申込み】  母  

   【方  法】  受渡し型  

   【期  間】  ２０１７年１１月～現在  

   【回  数】  合計２１回  

   【状  況】   

     母から市に対して、父からの付きまといが懸念される

と相談があったケース。  

     母は、小学生のこどもの面会交流には前向きだが、当事

者のみでは実施できないと判断し、市による面会交流の

コーディネートに申し込んだ。  

     父と母子の集合時間及び場所を完全に分離することで、

利用者の安心につながり、現在も面会交流を継続できて

いる。  
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  ③  ケース２  

 

【こども】  ３歳女児（支援開始時）  

   【監護親】  母  

   【申込み】  母  

   【方  法】  付添い型  

   【期  間】  ２０１６年１０月～２０１９年７月  

   【回  数】  合計２０回  

   【状  況】   

     父から母に対する暴力があったこと等を理由に離婚し

たケース。  

     こどもに会いたい父と、父子の面会交流の必要性を認

識していた母の要請に応じて、親族の協力により面会交

流を数回実施していたが、離婚当時の軋轢もあり、親族だ

けでは面会交流を継続することが難しくなった。  

     そこで、母が市による面会交流のコーディネートに申

し込み、こどもが未就学であったことから、母からの希望

も受けて、付添い型の支援を開始した。  

     市が中立の立場で支援を行うことで、継続的に面会交

流を実施することができた。  

     こどもが明石市外に転居したため、現在、支援は終了し

ている。  

 

 

(8) 利用者の声  

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

○こどもと定期的に会えること、こどもの成長を確認できることが嬉しい。  

○相手方親族に面会交流の調整をしてもらっていたが、上手く行かなかった。  

第三者に間に入っていただくことにより両方の精神的な負担が軽減  

 されたと思う。  

 

○明石市の介入により、多くの方にサポートしていただきながら面会できる  

ようになり、感謝しています。  

○普段から遊び慣れている場所ということもあり、こどもは楽しそうにして  

いるようです。  
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 (9) 課題と提言  

 

   面会交流のコーディネートは、支援件数も多く、利用者にも

好評であるが、以下のとおり、支援者の人材確保の難しさなど、

一自治体が直営で永久的に実施することには限界もあるため、

国において支援体制をしっかりと確立することを切望する。  

 

  ①  支援者の人材確保の難しさ  

    面会交流のコーディネートの支援者には、様々な知識や

スキルが求められる。具体的には、こどもの発達や心の状態

等についての知識や法的知識のほか、対人関係のスキルが

必要である。  

    明石市では、コーディネートの中心的役割を果たしてい

る親子交流支援アドバイザーが臨床心理士の資格を有して

おり、弁護士資格を有する職員や、対人関係のスキルに秀で

ている一般行政職員とともに支援を行っているが、支援件

数が逓増する中で、これらの知識やスキルを兼ね備えた人

材を継続的に一定数確保することが難しい状況にあること

は否定できない。  

 

  ②  国による面会交流支援体制の確立  

    支援者の人材確保が難しい状況は、明石市だけに限った

話ではなく、全国共通の問題である。  

    全国のこどもたちが安心して安全に面会交流を行うこと

ができるようにするため、国において、公益社団法人家庭問

題情報センター（FPIC）、臨床心理士会、社会福祉士会、弁

護士会、日本司法支援センター（法テラス）などの関係機関

と連携して、面会交流のコーディネートを行うことができ

る知識とスキルを兼ね備えた人材を育成して、しっかりと

した面会交流支援体制を確立することが喫緊の課題である。 
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多くのこどもは、 父親にも母親にも愛さ
れたいと願っています。 面会交流は、
その願いに応えるチャンスです。

※すでに面会交流を実施中の方でも、 お困りごとがあればご相談ください。

※こども ・ 父 ・ 母の同意を確認したうえで、 面会交流の支援を始めます

明石市政策局 市民相談室 明石市政策局 市民相談室 
電話：078－918－5002   FAX：078－918－5102電話：078－918－5002   FAX：078－918－5102
メールアドレス：soudan@city.akashi.lg.jpメールアドレス：soudan@city.akashi.lg.jp

お申し込み・
お問い合わせ

面会交流を

サポートします！

別居・離婚を経験した親子のために…

明石市に住むこども達を支えます

※面会交流…こどもと離れて暮らしているお父さん
やお母さんがこどもと会って話をしたり一緒に遊ん
だりして交流することです

今さら連絡

とりにくいなぁ
お
父
さ
ん
は

ど
う
し
て
い
る
の
？

交流日程の連絡調整を

サポートします

楽
し
か
っ
た！

交流当日はスタッ
フがお子様を引き
合わせます

※経験豊富なス

タッフがお手伝い

します

よかったね～
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 離婚や別居後に離れて暮らす親子間の

交流を深めるための場所として、市立天

文科学館を無料でご利用いただけます。  

▶明石市立天文科学館（プラネタリウム併設）  

 離婚や別居後におけるこどもの情報を父母間で

共有し、こどもの日常生活や面会交流の内容につ

いて記録するためのノートを希望者に配付していま

す。  

 ▶こどもと親の交流ノート 

 

 夫婦間の話し合いにおける参考資料として、養育費や

面会交流などについて記載された「こどもの養育に関する

合意書」、「こども養育プラン」及び「合意書・養育プラン

作成の手引き」を離婚届の配布時や相談時に配布して

います。 

▶作成の手引き    

明石市の面会交流支援 
明石市では、こどもの健やかな成長のために、両親
の離婚や別居によって別々に暮らす親子の交流を
お手伝いしています。 

2020 年 4 月作成  
明石市 市民相談室 

  

 

 

面会交流に際して、直接連絡ができない・顔を合わせられない両親間にて、 

①交流日程等の連絡調整  

②交流当日の受渡し 

③プレイルームでの付添い   を行っています。 

 

 

 なかなか聞けない「こども」の養育に関する相談について家庭問題の専門家が１時間じ

っくりお話をお聞きします。 

 日時 毎月第４木曜日 午後１時 ~ 午後４時 

 予約 毎月１日から、電話にて予約受け付け 

 

＜イメージ＞ 

 

 

 

 

 

Ⅰ 面会交流のコーディネート 

Ⅴ 親子交流サポート事業 

Ⅳ 養育手帳「こどもと親の交流ノート」の配布 

Ⅲ 養育合意書・養育プラン・作成の手引きの配布 

Ⅱ こども養育専門相談 

61



                                                            

  

 

一緒に暮らす親 離れて暮らす親

（監護親） （面会親）

受付

電話／来庁

面談

こどもの状況など

担当者から連絡

申込み

面談

交流の状況など

申込み

親子支援の開始

連絡調整・日時を決める

実施日前に確認の連絡  

 

 

  

  

  

  

ⅰ）申込みから交流当日まで 

ⅱ）交流当日 

  両親それぞれに事前面談を行います。 

 集合時間・場所は別々です。 
顔を合わせることはありません。 

帰宅時間も異なります。 

利用にあたっては、父・母・こども 
三者から合意をいただきます。 

 平成 28 年 9 月のモデル実施以降、さま

ざまなご家庭のこどもの面会交流のコーディ

ネートを行っています。 

 その中で、 

 ○ 母親と離れて暮らすこども 

 ○ 外国人の親をもつこども 

 ○ 一方の親が遠方に住んでいるこども 

 ○ 障害をもったこども など、 

自力での面会交流実施が困難なご家庭の

コーディネートも実施してきました。 

 22 人（付添い 4 人、受渡し 1４人、連絡調整 4 人） 

 15 件（付添い 4 件、受渡し 1９件、連絡調整 2 件） 

 

 

○こどもと定期的に会えること、こどもの成長を確認できることが嬉しい。 

○相手方親族に面会交流の調整をしてもらっていたが、上手く行かなか 

 った。第三者に間に入っていただくことにより両方の精神的な負担が軽減 

 されたと思う。 

 

 

 平成 28 年度 8 回、平成 29 年度 42 回、平成 30 年度 64 回、 

令和元年度 57 回 （令和２年 3 月末日時点） 

 
▶付添型の交流では、明石駅前の 

▶プレイルームを利用しています。 

 アンケートなどでいただいたご感想の一部を紹介します。 

 

○明石市の介入により、多くの方にサポートしていただきながら面会できるよう 

 になり、感謝しています。 

○普段から遊び慣れている場所ということもあり、こどもは楽しそうにしているよう 

 です。 

 

 

  面会交流のコーディネートの流れ 

 

 
 利用者の声 

 コーディネートを実施したこどもの数（件数） 

 コーディネート実施回数 

先に到着

交流の説明

到着

相談・懇談（希望制） 面会交流

外出／プレイルーム

先に帰宅

帰宅

こどもの受渡し

こどもの受渡し
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第４章  

すべてのこどもに栄養を！～養育費確保支援～ 

 

 



１  総論  
 

  厚生労働省の調査（平成２８年度全国ひとり親世帯等調査）

によると、「養育費を現在も受けている」とされる母子家庭は

２４．３％（約４人に１人）にとどまっており、逆に「養育費

を受けたことがない」とされる母子家庭は５６．０％にも上っ

ている。実に半数以上のこどもが、父親から養育費を受け取っ

ておらず、栄養失調の危機という非常に厳しい状況にさらされ

ている。  

 

  序章２（３頁）で記したとおり、諸外国では、行政が主体と

なって、養育費の確保に関する施策を当たり前に取り組んでい

る。一例を挙げると、スウェーデン、ドイツ、フランスでは国

による養育費の立替払制度が、アメリカ、イギリス、オースト

ラリアでは国による強制徴収制度が設けられている。  

  一方、日本では、諸外国と比べて国の取組が遅れており、養

育費を受け取れずに泣き寝入りをしているこどもが多い。  

  

  明石市では、すべてのこどもに栄養を届けるため、面会交流

支援に続けて、養育費確保支援にも丁寧に取り組んできた。  

  民間保証会社と連携して養育費の立替えを試行的に実施した

ことを皮切りに、市が単独で養育費を公的に立て替えて回収す

る全国初の制度を新設したほか、裁判所や公証役場で養育費の

取決めをする際にかかる費用の補助も行っている。  

 

  養育費も、面会交流と同様に極めて重要なこどもの権利であ

る。こどもの手元に確実に養育費が届いて、お腹を空かしている

こどもが満腹になるように、こどもに最も身近な基礎自治体が

全力でこどもに手を差し伸べなければならない。  
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２  こどもの養育費に関する検討会の設置  
 

 (1) 設置時期  

   ２０１９年１０月  

 

 (2) 経緯  

   ２０１９年５月に民事執行法が改正され（施行は２０２０

年４月１日）、養育費支払義務者の預貯金口座や勤務先（給

料等）に関する情報を取得しやすくなったことを受け、養育

費の不払いによる泣き寝入りを救済するため、新たに当事者

や有識者からなる検討会を設置した。  

 

 (3) 委員  

  ○  棚村政行  氏（早稲田大学法学学術院教授）＜会長＞  

  ○  神原文子  氏（社会学者）  

  ○  津久井進  氏（弁護士）  

  ○  赤石千衣子  氏  

（認定特定非営利活動法人しんぐるまざあず・ふぉーらむ理事長）  

  ○  山口惠美子  氏（元家庭裁判所調査官・臨床心理士）  

  ○  渡剛  氏（特定非営利活動法人あっとすくーる理事長）  
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 (4) 検討項目  

 

  ①  履行促進支援  

 

   ⅰ  合意形成支援  

     離婚届とともに参考書式を配布したり、調停申立書の

書き方をアドバイスしたりするなどして、養育費の取決

めを支援する。  

 

   ⅱ  債務名義化支援  

     調停申立書や公正証書の作成についてアドバイスした

り、申立てや作成にかかる費用を補助したりするなどし

て、取決め内容の債務名義化を支援する。  

 

   ⅲ  履行状況確認  

     養育費の取決めがある場合、履行状況に関する照会書

を送付するとともに、養育費の意義や支払義務者に対す

る支援策の情報を提供する。  

 

   ⅳ  履行勧奨  

     履行状況を確認した後、不履行の場合に、履行を勧奨

する書面を送付する。  

 

   ⅴ  給与天引き  

     支払義務者の同意を得た上で、勤務先に連絡して、養

育費を給与から天引きする。  
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  ②  差押え支援  

 

   ⅰ  情報取得支援  

     裁判所における「第三者からの情報取得手続」に関し

て、申立書の作成についてアドバイスしたり、申立てに

かかる費用を補助したりするなどして、支払義務者の預

貯金口座情報等の取得手続を支援する。  

 

   ⅱ  情報提供  

     裁判所を介さずに、市が有する支払義務者の情報を提

供する。  

 

   ⅲ  強制執行支援  

     強制執行申立書の作成についてアドバイスしたり、申

立てにかかる費用を補助したりするなどして、強制執行

手続を支援する。  

 

 

 

 

 

  ③  立替金の支給  

 

   ⅰ  保証料支援  

     民間保証会社が実施している養育費保証契約における

保証料を補助する。  

 

   ⅱ  市単独の立替  

     市が不払いの養育費を立て替え、支払義務者から立替

分を回収する。  
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  ④  過料・公表  

 

   ⅰ  支払命令  

     支払義務者に支払能力があるにもかかわらず、市が立

て替えた養育費を支払わない場合、支払命令の行政処分

をする。  

 

   ⅱ  過料  

     支払義務者が支払命令に従わず、財産隠しなどの悪質

性がある場合、過料の行政処分をする。  

 

   ⅲ  公表  

     支払義務者が過料を支払わず、こどもが希望する場

合、支払義務者の氏名等を公表する。  

 

  ⑤  その他  

 

  ⑥  検討対象から除外  

 

   ⅰ  行政サービスの一部制限  

     正当な理由なく養育費を支払わない支払義務者に対

し、行政サービスを一部制限する。  

 

   ⅱ  刑事罰（罰金など）  

     正当な理由なく養育費を支払わない悪質な支払義務者

に対し、罰金刑などを科す。  

 

 

 (5) 状況  

   これまでに会議を５回開催した。現在は、①履行促進支援

や③立替金の支給を中心に検討しており、②差押え支援と④

過料・公表については今後の検討事項として整理している。  
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３  養育費の民間保証―養育費立替パイロット事業  
 

 (1) 実施時期  

   ２０１８年１１月～２０２１年１２月  

 

 (2) 経緯  

   こどもが養育費を確実に受け取れるようにするため、民間

の総合保証会社（株式会社イントラスト）と連携して、官民

連携で養育費の立替えを試行的に開始した。  

 

 (3) 内容  

 

  ①  スキーム  

    民間総合保証会社が、養育費を受け取れていないひとり

親家庭に対し養育費の不払い分を立て替えて支払い、別居

親に対して立替分を督促して回収する。  

    ひとり親家庭と同社との間で養育費保証契約を締結し、

明石市が保証契約締結時に必要な初回の年間保証料（月額

養育費・上限５万円）を負担する。  

 

  ②  立替額・立替期間  

    月額養育費（上限５万円）・最大１２か月  

 

  ③  更新  

    ひとり親家庭が更新料（月額養育費の半額）を負担する

ことによって、養育費保証契約を更新することができる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

養育費の取決め 

③ 業務委託  

保証料の支払

い 

い 

⑤ 立替分を督促・回収  

② 養育費保証契約  ① 相談  

利用の申込み 
④ 不払い分を立替え 

養育費を受け取る人  養育費を支払う人  

保証会社  市  
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 (4) 実績  

申込件数  １８件（定員）  

 

(5) 利用者の声  

「第三者が入ることで、養育費が支払われるようになってよ  

かった。」  

 

 (6) 効果  

   保証契約を締結したことにより養育費の支払いが始まった

ケースや、保証会社が養育費を立て替えた後に支払義務者に

督促したことによって支払いがあったケースもあり、第三者

が介入することによって養育費支払の正常化につながった。  

 

 (7) 課題  

   利益を追求する民間企業が主体となっているため、支払義

務者が資力に乏しく回収を期待できないケースの場合には審

査が通らない可能性がある。また、ひとり親家庭にとって、

保証料が負担になることもある。（なお、明石市の当該事業

では、審査を不要にし、保証料は市が負担している。）  

   もっとも、支払義務者の資力が乏しいケースほど、養育費

の支払いがなかったり、自ら預貯金口座等を差し押さえする

ことが困難であったりすることが多く、支援の必要性が高い

のが現状である。  

   そのため、民間企業による養育費の保証・立替えでは、ひ

とり親家庭の格差を益々拡大させることにつながりかねない

という弊害も見受けられる。  

   この点が、行政による養育費の立替えが求められる所以の

１つである。  
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明石市 市民相談室
電話 078-918-5002 FAX 078-918-5102

E-mail  soudan@city.akashi.lg.jp

養育費の受け取りを
サポートします！

養育費の支払いは、親として子に対する最低の義務であり、別れて暮らす
親と子を結ぶ絆であり、親子である証になるものです。

（養育費相談支援センターＨＰより抜粋）

① 2020年末までに調停・審判で養育費を取り決める方がお申し込みいただけます。
（明石市に住むこどもとその親が対象です。）

② 取り決めの内容に基づき保証会社と保証契約を締結していただきます。

③ 保証契約に必要となる保証料は明石市が負担します。

④ 養育費の不払いがあった場合は、保証会社が立て替えます。

⑤ 立て替えた養育費は保証会社が支払義務者へ請求し回収します。
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のご案内
明石市では、面会交流のコーディネートも行っています。

こどもが離れて暮らす親と会いたいといっているけれど…
別居している親とは、直接連絡を取りたくない・顔をあわせられない等のご

事情がある方へ、市の職員が交流日程の調整や当日の受渡しなど行います。
詳しくは、市民相談室までお問い合わせ下さい。

【お申込み・お問い合わせ】

明石市 市民相談室
℡ 078-918-5002 Fax 078-918-5102

E-mail  soudan@city.akashi.lg.jp

◆事業の概要

明石市では「こどもを核としたまちづくり」の方針のもと、離婚前後のこども
養育支援に取り組んでいます。養育費を取り決めても受け取れないというご相談
が多く寄せられていることから、民間の保証会社と連携して、「養育費立替パイ
ロット事業」を試行的に始めます。
このたび、ひとり親家庭の方を対象に、この事業に協力していただけるモニタ

ーを募集します。

① 希望者が市にモニターの申込みをします。
② モニターを決定した後、保証会社と養育費保証契約を結びます。

初回の年間保証料は、市が負担します。（モニターに費用はかかりません。）
③ 養育費の不払いがあった場合、モニターが保証会社に連絡すると、保証会社
はモニターに養育費を立替払いします。（上限5万円/月）

④ 保証会社が養育費を支払うべき人から督促・回収します。

①事業の申込み

業務委託
保証料の支払い

③養育費の立替保証 ④督促・回収

養育費の
取り決め

養育費を受け取る人
（モニター）

養育費を
支払う人

明石市 保証会社

②養育費保証契約※

※保証の内容
・養育費の立て替え
（上限12か月分）

・差押等の法的手続支援

概要図

2018年10月作成
明石市 市民相談室
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はじめに、家計やこどもの養育の状況などについてお伺いします。
その後、養育費の受け取りなどによってどのような変化があった

かをお聞きします。
家庭訪問や郵送での回答、電話での問い合わせなどを行います。

≪2018年11月～2018年12月末≫

◆事業の流れ

◆モニター調査の内容

◆モニターの申込み期間

養育費は、こどもの健やかな成長のために必要不可欠なものです。しかし、
我が国では実際に養育費を受け取っている割合は25％に満たない状況です。

もっとも、諸外国では行政が主体となり、養育費を確保する支援を実施して
います。例えば、アメリカやイギリスでは養育費を支払わない非同居親に対し
て、行政による給料からの天引きなどの徴収が行われるほか、運転免許の停止
（米）や最長６週間の収監（英）等が定められています。ほかにもスウェーデ
ン、ドイツ及びフランスでは、養育費が支払われていない場合は、国による立
替払いが行われ、非同居親に対して請求及び徴収をしています。

明石市では、親の離婚においてこどもが受ける経済的不利益を軽減するよう
に、取り組みを検討しています。

◆モニターの対象となる方
・離婚をしてこどもと明石市に住んでいるひとり親の方

・いずれかに当てはまる方

① 養育費の取り決めについて、債務名義（確定判決、調停調書など）

を有する方

② これから調停など裁判所の手続で養育費を決める方

・今後も明石市に住む予定で、最大３年間、家計や家庭の状況などの

調査に協力できる方

取り決めはしているけれど、
養育費を受け取れていない…

これから取り決めをするけれど、
継続してちゃんと受け取れるか不安だ…

という方は、ぜひご相談ください。

モニターの募集開始

モニターの申込み

モニターの決定

保証契約の申込み

保証開始

家計状況などの調査

保証契約の終了

利用後の継続調査

明石市の広報紙等でお知らせします。

申込書など必要書類の提出や、面談などによるご家庭の事情の聴き
とりをします。

申込者からモニターを決定します（定員18名の予定）。

保証契約加入に必要となる書類の提出等をお願いします。

保証期間は契約後１年間です。養育費の不払いがあった場合は、保
証会社が立替を実施し、支払義務者への督促・回収を行います。

訪問・面談・電話などによる調査をします。

家計の変化などについて調査をします。

国内外の養育費の確保についてコラム
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４  養育費の公的立替－こどもの養育費緊急支援事業  
 

 (1) 実施時期  

   ２０２０年７月～２０２１年３月  

 

 (2) 経緯  

   新型コロナウイルス感染症の影響により養育費の不払いの

状況はこれまで以上に厳しくなっていることから、こどもの

手元に養育費が確実に届くようにするため、緊急的に事業を

開始した。  

 

 (3) 内容  

 

  ①  スキーム  

    養育費の不払いがあったときに、市が支払義務者に働き

かけ、それでも支払いがない場合に、市が１か月分（こど

も１人あたり上限５万円）に限り立替払いをしたうえで、

支払義務者に対して督促する。  

 

  ②  対象者  

    養育費の債務名義（調停調書や公正証書など）がある市

内在住のこども  

 

〈イメージ図〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

④ 立替分の請求  

② 催促  

③ 立替え 

① 申込み 

養育費を受け取る人  養育費を支払う人  

市  

養育費の取決め 
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(4) 実績  

申込件数  ２３件（こども３２人）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号
監護親
（申込者）

債務名義
養育費額
（1人）

こどもの数 未就学 小学生 中学生
高校生
以上

1 母 調停調書 30,000 1 1
2 母 調停調書 40,000 2 1 1
3 母 調停調書 10,000 2 2
4 母 調停調書 30,000 1 1
5 母 調停調書 20,000 2 1 1
6 母 調停調書 40,000 1 1
7 母 調停調書 30,000 2 1 1
8 母 調停調書 40,000 2 1 1
9 母 調停調書 30,000 1 1
10 母 調停調書 45,000 2 2
11 母 調停調書 10,000 1 1
12 母 審判書 39,000 1 1
13 母 審判書 15,000 1 1
14 母 審判書 16,000 1 1
15 母 審判書 17,000 1 1
16 母 和解調書 20,000 1 1
17 母 公正証書 30,000 1 1
18 母 公正証書 25,000 2 1 1
19 母 公正証書 100,000 1 1
20 母 公正証書 50,000 2 1 1
21 母 公正証書 110,000 1 1
22 母 公正証書 30,000 1 1
23 母 公正証書 30,000 2 2

合計 調停調書 平均（円） 合計（人）
23 11 35,087 32
母 審判書 最大（円） 子1人（件）
23 4 110,000 14
父 和解調書 最小（円） 子2人（件）
0 1 10,000 9

公正証書
7

16歳～（高校生以上）
3

～6歳（未就学）
6

7歳～12歳（小学生）
17

13歳～15歳（中学生）
6
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(7) 課題  

   このような効果から判断すると、市が養育費を立て替える

メリットは極めて大きいと考えられる。  

   一方で、今回の事業では、財源確保の観点から、立替期間

を１か月分、立替金額をこども１人あたり上限５万円と設定

している。  

   養育費は一般的にこどもが成人するまで継続して満額支払

われるべきものであることから、立替期間をより長くして、

立替金額に上限を設けない方が望ましいことは言うまでもな

い。ただ、財源が市民の税金である以上、こどもの人数や財

源の状況を考えると、どこまで支援することができるか悩ま

しい面もある。  

   また、市内に住むひとり親家庭のこどもの人数と比較する

と、申込者の人数が少ないことは否めない。その理由として

は、対象者への周知や広報が足りないこともあるが、支払義

務者と関わりたくないという状況の中で、市役所で煩雑な手

続をしなければならず、これらのハードルを乗り越えたとこ

ろで所詮１か月分、上限５万円の立替えに過ぎないという費

用対効果の低さも大きいであろう。  

   さらに、申込件数２３件のうち約７割に当たる１６件は、

調停や審判など裁判所で取決めの手続を行っている。一般的

に心理的・手続的負担が大きい裁判所での手続でようやく取

決めをしたにもかかわらず、取決め内容が守られていないと

いう状態を裁判所が放置しているのも問題である。  

   養育費不払いの問題は全国共通であることから、裁判所で

取り決めた内容が確実に履行され、こどもの手元に養育費が

満額届くようにするとともに、諸外国にならって国において

養育費立替払制度をしっかりと構築すべきである。  
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明石市こどもの養育費緊急支援事業

こどもが明石市に住んでいる

調停調書や公正証書などの
公的な取り決めをしている

前月分の養育費を受け取れ
ていない

対象になる方

養育費を
受け取る人

養育費を
支払う人

①申込み

③立て替え

②催促

④立替分の請求
今後の養育費の支払要請

養育費

受け取れていない養育費を市が立て替えます

１ヶ月分、５万円まで

相手に連絡を取りにくいし、

諦めようかな…

かわりに催促してくれたら

負担が減って助かるなぁ…

明石市 市民相談室
電話 078-918-5240（専用ダイヤル）

FAX 078-918-5102
E-mail  soudan@city.akashi.lg.jp

「せっかく取り決めをしたのに養育費を支払ってもらえない…」お困りの方へ！

２０２０年７月
スタート

こんな方や、そんな方も…
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５  取決め費用の補助―養育費取決めサポート事業  
 

  養育費の民間保証や公的立替を利用したくてもそもそも債務

名義がないとの声を受けて、2020 年 8 月から、債務名義を得

られるようにするための手続支援と費用補助を開始した。  

 

  詳細については、第 5 章 4（９４頁）を参照されたい。  

 

 

裁判所における養育費の取決めの種類と流れ（家庭裁判所ホームページ）  
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第５章  

すべての親が約束を！～取決め支援～ 

  



１  総論  
 

  第３章（４７頁）、第４章（６３頁）で記したとおり、明石

市では、すべてのこどもに愛情と栄養を届けるため、面会交流

支援と養育費確保支援に、段階的に丁寧に取り組んできた。  

 

  取組にあたり、多くの当事者から声を聞く中で、そもそも養

育費や面会交流について取決めをせずに離婚や別居をしている

親子が極めて多いという現状が浮かび上がってきた。  

 

  「とにかく別れたかった。相手と関わりたくない。」  

  「養育費をもらえるとは思わなかった。」  

 

 

 

  これらは、取決めをせずに離婚や別居をした親からよく聞く

言葉である。  

  現に、厚生労働省の調査（平成２８年度全国ひとり親世帯等

調査）によると、養育費について取決めをしている母子家庭は

４２．９％と半分にも満たず、面会交流について取決めをして

いる母子家庭は２４．１％と４分の１未満である。  

 

  そこで、明石市では、養育費や面会交流についての取決めを

促すため、参考書式を配布し、相談体制を充実させ、調停調書

や公正証書などの債務名義を作成するための公費による助成も

行っている。  

 

  夫婦間の葛藤は様々であり、ＤＶ等の場合には特別な配慮が

必要であることは言うまでもないが、すべてのこどもが愛情と

栄養を確実に受け取れるようにするため、すべての親が家族の

事情に応じた約束をできるようにサポートすることが、行政に

求められている役割というべきである。  
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２  ひながたの提供ー参考書式の配布  
 

 (1) 開始時期  

   ２０１４年４月  

 

 (2) 経緯  

「養育費や面会交流について、何をどのように決めたらよ  

いのかが分からない。」という市民からの相談が増えたこと  

から、父母間の話し合いのきっかけや参考資料としてもらう  

ため、明石市独自の書式を作成した。  

 

 (3) 内容  

 

  ①  こども養育プラン  

    こどもの生活拠点、養育費及び面会交流等について書く

欄が設けられている。父母それぞれが自分の希望を書き込

み、話し合いのためのメモとして活用する。  

 

  ②  こどもの養育に関する合意書  

    こどもの親権、養育費の額・支払期限・支払期間及び面

会交流の頻度・方法・場所・連絡方法等について書く欄が

設けられている。「こども養育プラン」をもとに父母間で

話し合って合意した内容を記載し、末尾に各自が署名する

ことで、法的拘束力を持たせることができる。  

 

  ③  合意書・養育プラン作成の手引き  

    「こども養育プラン」や「こどもの養育に関する合意

書」の書き方や記入例が記載されている。  

 

 (4) 配布方法  

   相談時や離婚届の配布時にあわせて配布している。  
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１．親権
こどもの親権については以下のとおりとします。

ふりがな

ふりがな

２．養育費

□ 満（　　　　）歳の誕生月まで
□ 毎月（　　　　　）日まで □ この取決めの月から □ 満（　　　　）歳に達した後の３月まで

□ 以下の学校を卒業するまで
□ （　　　　　　　　）まで □ （　　　　　）から □高校　　□大学　　□（　　　　　　）

□ （　　　　　　　　　　    　　　　）まで
□ 満（　　　　）歳の誕生月まで

□ 毎月（　　　　　）日まで □ この取決めの月から □ 満（　　　　）歳に達した後の３月まで
□ 以下の学校を卒業するまで

□ （　　　　　　　　）まで □ （　　　　　）から □高校　　□大学　　□（　　　　　　）

□ （　　　　　　　　　　　　　　　）まで

口 金融機関名 銀行　信用金庫　協同組合 金融機関名 銀行　信用金庫　協同組合
座 本・支店名 店 本・支店名 店
振 口座の種類 普通 その他（　　　　　） 口座の種類 普通 その他（　　　　　）
込 口座の番号 口座の番号

口座の名義 口座の名義
そ
の
他

３．面会交流

□ こどもが望むときいつでも □  公園・近隣施設など □ メール
□ （　　 ）週間に（ 　　）回程度　日帰り（　　）時間程度 □  面会する親の自宅 □ 手紙

　　　　　　　　　　　　　　　　宿泊　（　　）泊程度 □  その都度協議 □ 電話
□ （　　 ）ケ月に（ 　　）回程度　日帰り（　　）時間程度 □  （　　　　　　　） □ FAX

　　　　　　　　　　　　　　　　宿泊　（　　）泊程度 □ （　　　　　　　　）を通じて
□ 手紙や電話など（　　　　　　　　　　　　　　　　　　） □ （　　　　　　　　　　　　）
その他特記事項

こどもの養育について、以上のとおり合意します。

印

〒（ ）

印

〒（ ）

交流の場所交流の頻度と方法

第１子 第２子

ver.02

こどもの養育に関する合意書

円

養育費の額 養育費の支払期限

第
１
子

第
１
子

男
・
女
男
・
女

親権者

　　　　年　　月　　日生

　　　　年　　月　　日生

父　　・　　母

父　　・　　母

月額

月額

氏
名

　

父

父母の連絡方法

養育費の支払方法（口座振込の場合にかかる手数料は、支払者が負担します。）

現
住
所

こどもの面会交流（離れて暮らす父や母がこどもと定期的、継続的に会って話をしたり、一緒に遊んだり、電話や手紙などで交
流すること）については、以下のとおりとします。面会交流の際は、こどもの安全と安心を第一とします。

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

緊急連絡先 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

電話
メール
緊急連絡先

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

電話 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
メール （　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

母

氏
名

現
住
所

　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

〔　父　・　母　〕は〔　父　・　母　〕に対して、以下の条件でこどもの養育費を支払うこととします。ただし、父母の経済
的事情が変更した場合には、協議の上変更することとします。

円

養育費の支払期間

その他（入学、進学、習い事、入院や手術にかかる費用等の負担について）

名前 性別

第
２
子

第
２
子

生　年　月　日

いつまでいつから
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記入日 年 月 日

記入者氏名

こどもの生活拠点

ふりがな

ふりがな

養育のための費用

から まで

から まで

その他（入学、進学、習い事、入院や手術にかかる費用について）

離れて暮らすお父さん、お母さんとの交流について

その他

第
２
子

父の家・母の家・その他（　　　　　）

父の家・母の家・その他（　　　　　）

男　・　女

男　・　女

第
１
子

養育費の額

円

第
２
子

月額 円

ver.02

こども養育プラン

名前 性別

（お子様が生活する場所を書き込みましょう。）

生活の拠点

あなたの養育プランを書き込みましょう。こどもの養育に関する話し合いのためのメモとしてご
利用ください。

お父さんとお母さんの連絡方法
（メール、手紙、電話、ＦＡＸなど）

（大切なお子様の健やかな成長のために使われるお金です。お父さんお母さんが負担可能な範囲で必要と思われる金額
を書き込みましょう。）

（離れて暮らすお父さんやお母さんがお子様と定期的、継続的に、会って話をしたり、一緒に遊んだり、電話や手紙な
どで交流する方法を書き込みましょう。交流に際しては、お子様の安全と安心を第一に考えましょう。）

交流の頻度と方法
（こどもが望むときいつでも）

（○週間に○回程度　日帰り○時間程度）
（○ヶ月に○回程度　宿泊○泊程度）

（手紙や電話など）

交流の場所
（公園・近隣施設、その都度協議など）

養育に関する特記事項養育費の支払時期

第
１
子

月額
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３  相談体制の充実―こども養育専門相談  
 

 (1) 開始時期  

   ２０１４年４月  

 

 (2) 経緯  

   養育費や面会交流についての相談内容は、法律面にとどま

らず多岐にわたっていることが多いため、複合的な相談につ

いて時間をかけて相談できるように、定例の弁護士相談以外

に、新たに専門家による総合相談を開始して、相談体制を充

実させた。  

 

 (3) 内容  

   公益社団法人家庭問題情報センター(FPIC)大阪ファミリー

相談室の相談員（家庭裁判所調査官経験者など）が、毎月１

回（３枠）、離婚時等におけるこどもの養育に関する複合的

な相談に応じている。  

 

 (4) 効果  

   相談件数は年間約２５件（全枠の約７０％）で、ニーズは

比較的高い。  

   弁護士による法律相談が２０～３０分であるのに対し、相

談時間が１時間と長いので、ゆっくり相談できるメリットが

あり、利用者からも「時間をかけていろんなことを相談でき

てよかった。」と好評である。  

   FPIC への委託費用も低額（年間約２０万円）であることか

ら、FPIC と調整できれば、他の自治体でも同じように実施す

ることは十分可能である。  
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家庭問題情報センター（FPIC）

　FPICは家族紛争の調整や非行少年の更生に長年

たずさわってきた元家庭裁判所調査官が中心とな

って平成５年３月に設立された民間団体です。さ

らに家庭問題解決に専門的知見を持つ各分野から

の会員も加わり、健全な家族関係の実現に貢献す

るために、さまざまな活動を行っています。

■　大阪ファミリー相談室の活動

■ 相談　家庭、家族をめぐる不安や悩みなどの

相談を行います。

■ 面会交流援助　子どものよりよい発達のた

め、一緒に暮らせない親子の交流を仲立

ちします。

■ 調停（ＡＤＲ）　離婚協議及び離婚後の子の

監護に関する調停をします。

■ 後見人の受任　家庭裁判所からの選任により

受任しています。

■ 公正証書遺言者への支援　遺言者の依頼により、

公正証書作成の立会証人となります。

■ 鑑定　刑事事件の情状鑑定や離婚に伴う親権

者の適格性などの鑑定を裁判所から受命

しています。

■ 研究・研修　家庭問題についての研究のほか、

セミナーや研修に講師派遣を行います。

また、自治体等の養育費相談者研修にも

講師を派遣します。

■　全国のファミリー相談室

東京、横浜、千葉、宇都宮、新潟、名古屋、

広島、松江、福岡などにも相談室を開設して

います。

■　大阪ファミリー相談室へのアクセス

■ 住所　〒 540-0026

大阪市中央区内本町1 - 2 - 8

T.S.K.ビル９階　

■ 電話 0 6 - 6 9 4 3 - 6 7 8 3

■ F A X  0 6 - 4 7 9 2 - 7 5 3 5

■ 交通　

 大阪市営地下鉄谷町線・中央線

 「谷町四丁目」駅下車

 ③番出口を出て西へ徒歩２分

 （駐車場はありません）

T.S.Kビル
９　階

至 天王寺
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面　接　相　談

　日々の暮らしの中で抱えてしまう悩みや葛藤な

どまわりの人に相談しにくい困りごとの相談を、

経験豊富な担当者がお受けします。

＊ 自分自身への悩み

自分らしく生きるには　など

＊ 夫婦間の悩み

性格や価値観のズレ、子育ての悩みなど

＊ 離婚をめぐる悩み

なにを決めたらいいの？

＊ 子どもをめぐる悩み

子育てやしつけ、不登校、非行など

＊ 面会交流の悩み

ルール作り、再婚時の対応など

＊ 親族関係の悩み

老親の扶養、遺産をめぐる争いなど

＊ 後見に関する問題

高齢者の財産管理など

＊ 対人関係の悩み

職場、近隣との人間関係など

面会交流の援助

　別居や離婚によって子どもと暮らせなくなった

親と子どもの面会交流の実施を援助します。

　援助を希望される方は、調停その他でとり決め

をされる前に、必ず当室へご相談ください。実情

を伺い、当室のルールをご了解いただいたうえで、

契約させていただきます。

　両親それぞれからのお申込みが必要です。

　　

　　このような援助をいたします

　　　　＊　面会交流の付添い

　　　　＊　面会交流時の子どもの受渡し

など

離婚協議等調停手続（ＡＤＲ）

　

　話し合いができずに悩んでいるあなた。ひとり

で悩みをかかえないで、話しあってみませんか。

　「かいけつサポート」として法務大臣から認証

を受けている私たちがお手伝いします。

　夫婦でよく話し合い、お互い納得のいく答えを

見つけて、新しい一歩を踏み出してください。

　この調停は夫婦同席で行います。

　紛争の迅速な解決を目指して、休日や夜間でも

調停を開きます。集中した期日設定も可能です。

合意ができると、調停合意書を作成します。

　安心してご相談（無料）ください。詳しいこと

は電話または当室のホームページ※で。

※　「大阪ファミリー相談室」で検索し、

「公益社団法人家庭問題情報センタ

ー大阪ファミリー相談室」のページ

を開いてください。

法務大臣による裁判外紛争解決手続きの認証制度

認証年月日　平成21年４月15日　認証番号　27号

 

大阪ファミリー相談室 　　　　　 電話　0 6 - 6 9 4 3 - 6 7 8 3 　申込受付　月〜金　午前10時〜午後４時

標準相談料（税込）

60分まで 　5,000円

90分まで　　7,000円

標準援助料（税込）
　事前面接 父母それぞれ 5,000円

　申込金（１年間) １ケース 10,000円

　援助料（毎回） １ケース 10,000円

調停費用（税込）

調停開始手続費用 それぞれ 3,000円

調停実施費用（毎回）それぞれ 10,000円
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４  公費による助成―養育費取決めサポート事業  
 

 (1) 開始時期  

   ２０２０年８月  

 

 (2) 経緯  

   養育費の民間保証や公的立替は、養育費の取決めについて

の調停調書や公正証書などの債務名義がなければ、利用する

ことができない。そもそも債務名義を作成していないひとり

親が多数いるという現状を考慮して、債務名義を取得するた

めの支援を開始した。  

 

 (3) 内容  

 

  ①  手続支援  

    養育費の取決めについての調停申立書の書き方や必要書

類の準備など、手続の方法をアドバイスする。  

 

  ②  費用補助  

    養育費の取決めについての調停申立手続費用や公正証書

の作成費用（実費全額）を補助する。  

    ※  調停申立手続費用…３０００円程度  

      公正証書作成費用…１～３万円程度  
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(4) 実績  

   申込件数  ３４件（こども６３人）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

番号
監護親
（申込者）

こどもの数 未就学 小学生 中学生
高校生
以上

費用補助 相談対応

1 母 2 2 公正証書
2 母 2 2 公正証書
3 母 2 1 1 公正証書
4 母 2 1 1 公正証書
5 母 1 1 公正証書
6 母 2 2 公正証書
7 母 1 1 公正証書
8 母 2 1 1 公正証書
9 母 3 1 2 公正証書

10 母 3 3 公正証書
11 母 1 1 公正証書
12 母 2 2 公正証書
13 母 2 1 1 公正証書
14 母 2 2 公正証書
15 母 2 2 公正証書
16 母 2 2 公正証書
17 母 1 1 公正証書
18 母 3 3 公正証書
19 母 2 2 公正証書
20 母 1 1 公正証書
21 母 2 1 1 公正証書
22 母 1 1 公正証書
23 母 3 1 1 1 調停申立
24 母 3 1 2 調停申立
25 母 2 1 1 調停申立
26 母 3 3 調停申立
27 母 3 1 2 調停申立 ○
28 母 1 1 調停申立 ○
29 母 1 1 調停申立 ○
30 母 1 1 調停申立 ○
31 母 1 1 ○
32 母 2 2 ○
33 母 1 1 ○
34 母 1 1 ○

母 合計（人） 費用補助 相談対応
34 63 30 8
父 子1人（件） 公正証書
0 12 22

子2人（件） 調停申立
15 8

子3人（件）
7

16歳～（高校生以上）
4

～6歳（未就学）
30

7歳～12歳（小学生）
25

13歳～15歳（中学生）
4
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(5) 効果  

   申込みが継続的にある状況から判断すると、費用の負担が

債務名義の作成を躊躇する原因の１つになっていたことが窺

える。  

   公費による助成は、養育費の債務名義を取得する動機付け

となっており、養育費の取決めについて一定の効果を上げて

いると考えられる。  

   費用はそれほど高くないことから、他の自治体でも同じよ

うに実施することは十分可能である。  
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第６章 全国への広がり 

  



１  国の動き  
 

  第１章２（７頁）で記したとおり、２０１２年４月１日に民

法第７６６条が改正施行されて以降、国も徐々に動き始めた。  
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  養育費や面会交流の問題は全国共通であることから、国によ

る積極的な制度設計を大いに期待したい。  

 

 

民法第766条　改正施行

離婚届に養育費や面会交流に関する取決めの有無について

チェックする欄が設けられる。

法務省が明石市の参考書式を参考にして、「子どもの養育に関

する合意書作成の手引きとQ&A」を作成し、法務局を通じて

全国の自治体で配付を開始する。

森まさこ法務大臣による養育費勉強会が開催され、５月２９日

に取りまとめが行われた。

明石市は第２回勉強会（１月３１日開催）に出席して、取組を

説明した。

法務省と厚生労働省による「不払い養育費の確保のための支援

に関するタスクフォース」が設置された。

10月にタスクフォース関係者が明石市を視察し、自治体にお

ける養育費確保支援について意見交換を行った。

法務省による「養育費不払い解消に向けた検討会議」が設置さ

れ、12月24日に取りまとめが行われた。

明石市は、第２回会議（７月１７日開催）で取組について説明

した上で、自治体として国に望むことを伝えた。

「すべての女性が輝く社会づくり本部」が「女性活躍加速のた

めの重点方針２０２０」を発表し、養育費不払い問題を解消す

るための法改正検討を盛り込んだ方針を決定した。

上川陽子法務大臣が、父母の離婚に伴うこどもの養育のあり方

に関する法制度の見直しを法制審議会に諮問した。

2021年2月

2012年4月

2016年10月

2020年6月

2020年1～5月

2020年7月
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２  自治体の動き  
 

  他の自治体も動き始めている。  

 

  ２０１４年４月に明石市が参考書式を配布して以降、全国各

地の自治体から、「我が自治体でも配布したいので、参考にし

てもよいか？」、「予算はどのくらいかかったか？」といった問

合せが殺到した。  

  このうち、鹿児島市、愛知県半田市、埼玉県新座市、奈良市

は、法務省が手引きを作成する前年の２０１５年に、参考書式

の配布を始めている。また、滋賀県彦根市、大津市、東京都文

京区、福島市は、２０１８年度から、明石市が配布しているパ

ンフレット「親の離婚とこどもの気持ち」を参考に、同様のパ

ンフレットを配布している。  

 

  また、厚生労働省が２０２０年１０月に取りまとめた「養育

費の履行確保等に関する取組事例集」によると、公正証書等作

成費用や養育費保証契約保証料の補助などの支援策を導入して

いる自治体は、今や枚挙にいとまがない。  

 

  ２０１４年４月、こども養育支援のテーマに行政としておそ

るおそる一石を投じた全国初の試みが、全国津々浦々の自治体

に波及しているという現在の状況は、誠に喜ばしい限りである。

これからも、明石市で生み出した様々な支援策の翼が、全国の

自治体に益々広がっていくことを願っている。  
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（参考） 明石市のまちづくり

こどもを核としたまちづくり

〈 こども総合支援 〉 こどもの未来は社会の未来

〈 基本理念 〉

まちのみんなが幸せになる
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〈 こども部門 〉

〈 こども部門 〉
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兵庫県明石市の概要 （2021年4月1日時点）

人口 299,623人 面積 ４９．４２ ㎢

こども 55,603人

児童扶養手当受給対象者数（こども） 3,165人

世帯数 2,077世帯
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メ ッ セ ー ジ 特 集 

 



1 

 

１ こどもの養育費に関する検討会 

※肩書は 2021 年 3 月時点のものです 

（1）委員 

 

   棚村政行 氏（会長） 

早稲田大学法学学術院教授 

   神原文子 氏 

社会学者    

   津久井進 氏 

    公益財団法人あすのば監事・弁護士 

   赤石千衣子 氏 

認定特定非営利活動法人しんぐるまざあず・ふぉーらむ理事長 

   山口惠美子 氏 

    元家庭裁判所調査官・臨床心理士 

渡剛 氏 

    特定非営利活動法人あっとすくーる理事長 
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（2）会長からのメッセージ 

 

 

明石市における養育支援施策に関する報告・提案 

                    早稲田大学法学学術院教授 棚村 政行 

 

明石市においては、これまで、市政の重要な柱として、こどもたちに笑顔や明る

い未来を拓くことをモットーとしながら、「こどもを核としたまちづくり」を強力に

推進してきた。その一環として、2014 年 4 月から、離婚や別居に伴うこども養育

支援施策として、市独自に、面会交流や養育費の合意形成のための参考書式の作成・

配布、こども養育に関する専門相談体制の充実、「こども養育支援ネットワーク連絡

会議」などの関係機関との連携強化に取り組んできた。2014 年 10 月からは、「こ

どもと親の交流ノート(養育手帳)」、「親の離婚とこどもの気持ち」の配布、天文科

学館の無料利用での親子交流サポート事業を開始した。2015 年 1 月には、離婚前

後の親ガイダンスを試行的に実施し、2015 年 8 月には、親子の交流を図るこども

ふれあいキャンプを実施した。 

また、2016 年 8 月からは、市が父母の間に入って、面会交流の引き合わせや連

絡調整を行う面会交流コーディネート事業を開始した。2018 年 11 月からは、市

が民間の保証会社(株式会社イントラスト)に業務委託をして、養育費を受け取れて

いないひとり親家庭に不払い分を立て替えて支払う保証事業を開始し、市が初回の

保証料 5 万円を負担することにした。2020 年 7 月からは、養育費の取れていない

方に代わり、市が義務者に催促し、不払いが続くときに立て替えて支払う「こども

の養育費緊急支援事業」を開始した。また、2020 年 8 月からは、養育費を確実に

受け取れるように、調停調書や公正証書などの債務名義の作成を支援する「養育費

取り決めサポート事業」を開始した。 

  そこで、本報告・提案書では、第 1 部として、明石市が独自に実施してきた上記

こども養育支援施策についての目的・趣旨を明らかにするとともに、その実施状況、

実績等について整理分析し、その概要を報告する。次いで、第 2 部として、明石市

がこれまで行ってきたこども養育支援施策についての特色・留意点、具体的な成果

等を明らかにするとともに、その問題点や今後の課題を提示することにする。ここ

での取りまとめた結果については、是非、他の基礎自治体での取り組みの参考にし

ていただきたい。そして、最後に、第 3 部として、明石市の一自治体としての取り

 

107



 

 

組みの限界を明らかにするとともに、明石市から、広域自治体である都道府県や中

央にある国に対して、養育費不払い問題を抜本的に解決するための具体的提言を行

うことにしたいと思う。 

 

1 養育費保証委託事業について 

  明石市が 2018 年 11 月に、他の自治体に先駆けて、民間保証会社(株式会社イン

トラスト)に業務委託して、養育費の未払い分を保証会社が翌月に立替払いし、滞納

分は保証会社の債権として義務者に支払いを督促するサービスを開始した。明石市

の 2019 年 3 月から 12 月までの 14 件(保証契約数)のうち、イントラストの養育

費保証事業と比べ、明石市の場合は、義務者に対する支払い能力の審査はなく、立

替発生率は 30.3%、立替後の未払い率も 46.7%、全体未払い率 14.1%ときわめて

高くなっていた。結局、民間保証会社であると、資産・収入等の審査が前提になっ

ており、そもそも「支払う能力がない」とか、「支払う気がない」「逃げ得を狙う」

ケースには限界があって、民間保証会社では十分な対応ができない。また、養育費

債権を単なる私債権・金銭債権として、民間保証会社が譲り受けたり保証委託契約

を結ぶことで、金銭の催促や取立ての問題として処理することで、かえって親子関

係全体が破壊されたり、元夫婦の感情的な問題を再燃させかねない危険性もある。

さらには、保証会社の利用には、保証料が伴い、ただでさえ少額の養育費の金額か

ら差し引かれることにもなり、子どもの手元にいくら届くかわからない。民間によ

る養育費保証事業では、行政による許認可や監督などの規制がなく、法律問題にか

かわる点で、弁護士法 72 条、73 条違反の非弁行為や譲り受け行為ともなりかねな

い。このような、利用のメリット・デメリットを考えると、行政の中立性が求めら

れる自治体としても、ある程度慎重にならざるをえないであろう。 

 

２ こどもの養育費緊急支援事業について 

  明石市が、やはり全国の自治体に先駆けて、養育費義務者に働きかけて、支払い

がない場合には、1 か月分(こども 1 人につき上限 5 万円)を立替払いし、義務者に

督促する養育費緊急支援制度を設けたことは注目に値する。韓国の養育費緊急一時

支援サービスのように、子どもたちにしっかりお金が届くシステムとしては大きな

意義があろう。2020 年 10 月 20 日時点の利用状況は、申し込み件数 17 件、こど

も 24 人、立替前の支払いが 2 件(こども 3 人)、立替 10 件(こども 14 人)、市に

納付 4 件(こども 6 人)であった。このうち、3 分の 1 は、行政が間に入った結果、
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任意の支払いにつながった。 

  明石市は、児童扶養手当の受給者対象者から推計した市内のひとり親世帯におけ

るこどもの人数が 4500 人ほどいて、この人数に債務名義で養育費を取り決めたが

不払いの率を掛け合わせて 300 人分の予算を計上した。しかしながら、実際の申込

者数は 17 件であって、予算計上全体の 6%にとどまり、決して申込者・利用者数

は多いとは言えない。その要因として考えられるのは、制度の周知徹底が足りない

か、手続に手間や時間がかかるか、相手方に連絡がいくとトラブルにならないか不

安があるなどが考えられる。しかも、経済的にも逼迫するひとり親にとって、1 か

月分のためだけに、時間や労力をかけることがためらわれたり、面倒だとの判断も

あり得る。 

メリットとしては、確かに、養育費の問題でも、身近な自治体が関与することで、

履行確保につながったことは大きな成果と言える。たとえ、1 か月分上限 5 万円と

しても、こどもたちに確実にお金が届くことに重要な意義が認められる。しかし、

明石市においても、手続や時間をとることにも煩瑣と感じる親も少なくないのでは

ないか。その意味で、今後、用意できる財源にも限りがあるため、緊急支援の期間、

条件、支援回数等についても一定の明確なルールを設ける必要がある。また、再婚

や新たな子の出生等の事情変更に対しても、市が緊急支援の対象とすべきか検討の

必要もあろう。さらには、養育費と面会交流との関係で、「会わせてもらえないので、

支払わない」というケースにもどのように対処すべきかも課題と言えよう。養育費

問題には、総合的支援が求められているゆえんでもある。 

 

３ 養育費取決めサポート事業について 

  明石市では、2020 年 8 月から、市が養育費の債務名義を取得する手続への助言

とともに、養育費の債務名義を取得するための手続の費用を補助する事業を開始し

た。これは、若干の自治体でも既にはじまっているが、養育費の合意形成支援と回

収支援は車の両輪のような密接な関係にあるから、本サービスも是非充実させるべ

きであろう。 

しかしながら、この制度にも、他の制度と同様に、基本的な課題として、➀制度

に関する情報提供とその周知・徹底、広報啓発、②手続の迅速性・簡便性・効率性

の確保、③ＤＶ・暴力・ストーカーなどの問題行動に対する対策、④他の給付・手

当との調整による減額への不安の払拭などが求められている。明石市の緊急支援事

業と取決めサポート事業は、合意形成支援と履行確保支援の双方を含んでおり、相
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談者からすれば、多様な支援ニーズや支援層を把握したうえで、それに応じた多彩

な支援策と支援内容を充実させる必要があろう。 

  本事業の利用状況は、同じく 2020 年 10 月 20 日時点で、申込件数が 14 件(こ

ども 25 人)、費用補助では 10 件(こども 20 人)、うち公正証書 8 件(こども 14

人)、調停申立て 2 件(こども 6 人)、相談対応 5 件(こども 8 人)であった。やはり、

この事業についても、制度対象者、支援対象者数と比べると、圧倒的に実際の利用

者は少なく、同様に、➀情報提供や制度の周知に問題があるのか、②手続に時間や

労力、用意すべき書類の数などにハードルがあるのか、③安全・安心の利用が確保

されているかなどが影響を与えているかもしれない。公正証書は、手間暇や費用が

かかるわりに、家庭裁判所の簡便な履行勧告・履行命令制度の利用ができず、メリ

ットが少ない。調停・審判も、素人にもある程度分かり易い案内もなされているが、

裁判所の手続を踏むことに対して敷居が高いと感じる当事者はかなりいると思われ

る。公証人や家庭裁判所の利用のハードルを下げ、迅速かつ実効的な制度を用意し

ない限り、安心・安全、手軽な制度の利用にはなかなか結び付かない可能性もある。 

 

４ 都道府県や国に対する要望と提案について 

  以上のように検討してきた限り、一自治体の努力や取り組みには自ずと限界があ

ると言わなければならない。また、一自治体でのサービスでは、他の自治体の格差

を招き、地域ごとのばらつきや制度の一貫性、サービスの公平性、内容の一律性に

問題を生じるおそれがある。そこで、ここでは、都道府県や国に対する具体的な要

望と期待される制度設計や仕組み、法整備や具体的支援策について、明石市の取り

組みの検証の結果から見て取れる具体的な提案や要望をしたいと思う。 

(1) 取り決め段階での支援と具体的方策 

    まず第 1 に、当事者に養育費の意義や必要性について十分な理解をしてもら

い、子どもたちにとって、養育費がもつ意味についてきちんと考えてもらえる工

夫をすることが求められている。離婚や別居という一大事に直面した父母に、子

どものことを第一に考えてもらい、子ども養育についての意識を変えてもらうた

めにも、離婚や別居時の親ガイダンスの制度化を図る必要があろう。 

    第 2 に、養育費の法的性質や権利の根拠、位置づけなど法的なルールとして

明確化するとともに、養育費を算定する際の重要な考慮事項を明らかにし、どの

ように決まるかの計算方式や計算方法を分かり易く明示する必要がある。 

    第 3 に、離婚時の養育費や面会交流などの子の養育に関する取り決めを促進
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するためには、養育計画書の作成や取り決められた養育計画の公的届出制度・登

録制度を整備するとともに、法的には、養育計画の義務化、制度化をも積極的に

検討すべきである。もっとも、ＤＶ・暴力・虐待等の不安や危険性があるケース

では、安全・安心の確保のために、例外や必要な措置を設ける必要があろう。 

    第 4 に、家庭裁判所の利用促進を図るために、夜間・休日受付をはじめ、オン

ラインによる調停・審判申立て、オンライン調停・審判期日などを工夫し、当事

者の負担軽減や手続の利便性を向上させ、即決調停・審判制度の創設など簡易・

迅速な手続とすべきである。養育費等の話し合いが困難なケースでは家庭裁判所

の利用が考えられるが、一般の人にとって家庭裁判所は相変わらず敷居が高いの

で、大幅な改善が求められる。 

    第 5 に、柔軟で機動性のある民間ＡＤＲの活用も考えられるが、和解合意へ

の執行力の付与など債務名義化への制度的ハードルを乗り越える必要がある。民

事執行法の改正も視野に入れた大胆な検討が必要である。 

    第 6 に、日弁連での新算定表の提案や家庭裁判所での改訂された標準算定表

はあるものの、統一されておらず、むしろ、国で生活水準や物価指数等の統計的

な数値に基づき、合理的な養育費自動計算ツールを開発するとともに、簡易迅速

な責任ある養育費算定方法を示すべきである。これにより、養育費の取り決めや

調停・審判も難しい事案では、迅速な養育費の決定に至るツールとして有効な働

きを期待できよう。 

(2) 回収・実現段階での支援と具体的方策 

    第 1 に、2020 年 4 月には、養育費についての強制執行の手続において財産

開示制度の改正があり、債務者の財産等の情報について第三者からの情報取得手

続が新設されたものの、あい変わらず、当事者にとってはハードルが高く、手続

の時間・費用・用意する書類等の負担は重い。そこで、情報取得手続等の強制執

行手続にしても、より簡便で迅速な制度改善が求められる。また、家庭裁判所の

履行勧告や履行命令制度についても、実効性の確保と利用促進のための大幅な改

善策を示すべきである。 

    第 2 に、民間サービスの活用による取立て支援については、サービサーの活

用が説かれているが、債権回収の専門家であるサービサーには、養育費債権の回

収が認められているわけでなく、ひとり親との契約での個人間の対応には限界が

あり、ひとり親の手数料負担は、子どもの手元に届く養育費の減額になりかねな

い。民間サービサーの活用には、養育費問題の少額性・複雑性・多様性・流動性
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などの点で多くの課題が立ちはだかる。 

    第 3 に、最近は、民間保証会社と自治体との連携で、養育費保証事業が拡大

しつつあるが、これにもサービサー同様の多くの問題がある。たとえば、事前審

査、高額な保証料、貧困ビジネスの危険性、養育費債権の性質と譲受をめぐる問

題、弁護士法との問題、養育費だけが切り取られ、面会交流など子ども養育と分

断された問題解決の限界などである。 

    第 4 に、養育費の回収をめぐる抜本的解決策としては、既存の制度を前提と

しない公的強制徴収制度や公的立替払い制度の新設が有効である。たとえば、ア

メリカ、イギリス、カナダ、オーストラリアなどの英米法系の国々では、養育費

の支払い義務者の住所・勤務先・収入・資産などの情報の収集・提供などを権利

者に行い、行政機関が養育費の合意形成の支援をするとともに、不払いがあると

きには、給与からの天引き、手当・年金からの天引き・引き落とし、税金の還付

金や失業給付からの相殺、運転免許証やパスポート等の停止、扶養料の不払いを

犯罪として処罰したり裁判所侮辱で収監するなど、かなり思い切った養育費の決

定・回収策を講じている。これに対して、スウェーデン、ノルウェー、フィンラ

ンドなどの北欧諸国、ドイツ、フランスなどは、養育費の不払いに対して、国や

行政が不払い額を立替払いして、義務者に対して直接に取り立てたり、回収する

公的立替払い制度を採用している。 

    いずれの国々も、中央政府に養育費の専門部署を設けて、養育費をめぐる情報

の収集管理・提供、合意形成支援、合意実現・回収支援の公的一元的ワンストッ

プサービスを実現している。とくに、注目すべきは、韓国の養育費履行管理院で

ある。韓国では、2015 年から公的強制徴収制度を新設するとともに、努力して

いる権利者に、そのつなぎとしての月額 2 万ウォン(約 1 万 7000 円)、最大 1

年間の養育費緊急支援サービスを行っており、公的強制徴収制度をもうけつつ、

公的立替払いの制度も補完的に採用している。日本でどこまでできるかはわから

ないが、是非、韓国くらいの公的支援制度は見習う必要がある。 

    第 5 に、国や都道府県は、明石市のような先駆的事業、先進的な取組みに対

して、これを奨励するために、積極的に補助や助成を進めるべきである。他の先

進国でも、国や中央政府が未来の主権者である子どもたちの問題を最重要政策課

題と位置づけ、とくに先進的な取り組みをする自治体をモデル事業に指定すると

ともに、補助金を支給し、他の自治体のモデルとするように奨励策を講じている。 

    第 6 に、養育費との関係で、児童扶養手当などの社会手当、生活保護などの
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公的給付を減額されたり、また、義務を履行しない者に、公的給付や税法上の優

遇措置がなされないように配慮すべきである。養育費と公的給付・税制との関係

も留意すべきである。 

    第 7 に、養育費問題では、合意形成だけでなく、履行確保の観点からも、Ｄ

Ｖ・暴力・虐待・ストーカー行為等の問題行動に対する対策を強化し、安心・安

全を確保する必要があることは言うまでもない。 

    第 8 に、既存の制度である法テラスの利用の拡充、償還免除等や弁護士の無

料法律相談体制、専門弁護士の認定と公的紹介制度など、弁護士や法律相談・法

的サービスへの利用促進とアクセス障碍の除去などにも積極的に取り組むべき

である。 

 

（追記） 

明石市のこども養育支援をめぐる先進的な取り組みの特色は、①迅速性、②機

動性、③専門性、④斬新性、⑤挑戦性の 5 つで言い表すことができる。  

 周知の通り、明石市は、2014 年からこども養育支援の参考書式の配布、専門

相談の体制の充実、関係機関との連携強化などを強力に進めてきた。①つねに子

どもの立場に立って、迅速に行動することが貫かれている。また、②明石市は、

身近な自治体が機敏に動くことも重視しており、すぐできることから施策や制

度をどんどん進めることも特色である。さらに、③こども養育には、法律、心理、

福祉などの子どもの専門家の指導・助言が不可欠であり、明石市は、職員として

専門家を採用するだけでなく、幅広い専門家に協力をいただき高い専門性も確

保している。また、④明石市の取組みは、つねに身近な市民・住民のサービスを

心掛け、都道府県や国の足りないところに手が届く斬新性、先取り性も特徴であ

る。そして、最後に、⑤明石市は、声をあげられない子どもたちや弱い立場の市

民のために、新しい制度や施策を試行的にやってみるという、小さいながらとて

もアクティブな自治体である。このような明石市の取組みについては、他の自治

体だけでなく、国も都道府県も、全国の国民も注目しており、これからも、明石

の子どもたちだけでなく、全国の子どもたちのための支援策を提案し実行し続

けてほしいと思う。 
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（3）委員からのメッセージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

養育費制度について 

―国に期待したいこと・明石市に期待したいこと― 

                          社会学者  神原 文子   

 

養育費に関する検討会では、泉市長はじめ市担当者の方々の、ひとり親世帯を支援した

いとの熱い思いに後押しされながら、中身の濃い意見交換をさせていただけたのではない

かと思っております。ただ、明石市と国との温度差が否めません。 

養育費について、法務省のＨＰでは、「子どもを監護している親は、他方の親から養育費

を受け取ることができます。なお、離婚によって親権者でなくなった親であっても、子どもの

親であることに変わりはありませんので、親として養育費の支払義務を負います。」と解説さ

れています。しかし、次のように変更されるべきではないでしょうか。「離婚によって親権者で

なくなっても、子の親には養育費の支払義務があります。養育費の支払義務を怠ることは、

子の遺棄に相当し、法的措置が発生します」と。養育費支払の「義務」を明確にした上で、

養育費支払義務者には、給与から養育費の天引き制度、扶養手当と扶養控除の適用、非

監護親としての悩み相談などの支援体制も合わせて整備される必要があると考えます。 

政府には、養育費の取り立て制度および立て替え制度の早期実現を期待しながら、面会

交流と切り離して法制化されることを強く願っています。 

全国の自治体に先駆けて養育費の立替事業をスタートされた明石市に敬意を表すると

ともに、今後さらに、以下の 2点についてお願いしたいです。 

1 今後の大きな課題として、養育費立替事業および養育費取決サポート事業の効果測

定を行っていただきたいです。たとえば、養育費を受け取っている世帯と受け取っていない

世帯との世帯収入の違いを把握することができれば、養育費に関する事業の有効性を、客

観的な数値によって示すことができます。 

2 監護親にとっては、非監護親に養育費を請求するのは、結構ハードルが高く、養育費

立替事業および養育費取決めサポート事業の利用を躊躇している人びとが少なくないの

ではないかと推測されます。2021 年度以降も事業が継続されるのであれば、養育費を受

け取ることができていないひとり親の方々に、養育費立替事業および養育費取決めサポー

ト事業を安心して利用しようと思っていただけるような情報提供のあり方を検討いただきた

いです。 

国において養育費取立制度と立替制度を早期に実現していただきたいですが、それま

での間、明石市におけるひとり親世帯の実態、ひとり親世帯支援関連予算、養育費事業関

連予算、さらに、ひとり親世帯を支援する組織体制などを参考に、他市でも養育費立替事

業や取り立て事業が広がりますように期待しています。 
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司法関係者こそ頑張らなければ！ 

                                              公益財団法人あすのば 

監事・弁護士  津久井 進 

 

私は、子どもの貧困対策を行う公益団体の一員として、そして、司法の一翼を担う弁護士

として、この検討会に参加させていただきました。 

養育費が十分でないという社会的実態が子どもの貧困を招く大きな原因となることは

言うまでもありません。一刻も早く、子どもたちの貧困の連鎖を断ち切らなければなりませ

ん。では、どうしたらよいでしょう？養育費の不払い問題の解決は、大きなテーマの一つで

す。 

「養育費問題」というと、私は、すぐに裁判所における養育費をめぐる調停の場面を連想

します。調停の場にいるのは、お父さんとお母さんです。子どもはその場にはいません。その

せいでしょうか、養育費の件は、父と母の間の紛争という捉え方をされ、私人の間のプライ

ベートな法律問題と受け止めがちです。私も、その子どもの顔も知らないまま裁判所に臨む

ことも度々ありました。しかし、この検討会に参加していろいろ考える機会を得て、私の視野

がとても狭かったことに気付きました。主役である子どもの存在を忘れて調停が行われるこ

とがなんと多いことか！ 

本来、養育費は子どもの権利であって、突き詰めると親の権利の問題ではありません。

子どもこそが第一です。そして、子どもの権利であるということは、この社会の未来の問題に

ほかなりません。そうであれば、社会全体で考えるべきパブリックな課題として考えるべきで

す。社会全体の問題と捉えたら、裁判所だけでなく、市民の力、行政の力も総動員していく

のが当然でしょう。法律という意味では、司法機関だけではなく、立法機関にも積極的に働

き掛けるのが当たり前ということになります。司法の現場でしばしば感じていた無力感は、

制度の不備にも一因があることが分かりました。ならば、立法機関に働きかけを行うことは、

民主主義の社会である以上、当然の大人の責務です。 

大人は大人の立場だけではなく、子どもの代弁者としての役割も担っています。明石市

で芽生えた問題意識を一人でも多くの人と共有することが求められています。官・民の垣

根を越えた力強い連携が必要です。全国の司法関係者は、子どもの代弁者として養育費

の権利をきちんと実現できるよう、社会の先頭に立って、呼び掛けをしていくことが大事だと

思います。そうすることで、私たちの未来は、希望の手応えが感じられる明るいものとなって

いくに違いありません。 
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こどもの養育費を負担するのが当たり前の社会をつくる                           

認定特定非営利活動法人しんぐるまざあず・ふぉーらむ   

理事長 赤石 千衣子   

 

明石市は養育費取り決め支援や養育費緊急支援（公的立替）を行い、こどもの養育費とい

うマイナーだった課題を一気に社会全体で解決すべき重要課題へと押し上げた。 

これまで養育費の支払いはこどもを育てる側に責任が重くのしかかってきた。公正証書をつ

くる、調停や裁判での取り決めも同居親が頑張って決めるものであった。 

離婚後等のひとり親は、住まい、仕事、こどもの学校・保育園、あるいはこどもと自分の心身の

回復など四重苦にあえぎながら努力をするしかなかった。結果としてこどもは十分な養育を受

けられないことになってきたのである。 

わたしは、養育費の取り決め取立はひとり親にとって簡便であり、安全であり、そして個々の事

情に対して伴走的でなければならないと検討会でも述べてきた。 

そして、親にこどものケアができるだけの余裕ができることがこどもにとっても大切なことであ

ろう。 

先ごろ法務省は「未成年時に親の別居・離婚を経験した子に対する調査」の結果（WEB 調

査、対象1000人）を発表した。それによるとこどもたちは多様な受け止めをしており、調査時点

で父母の離婚や別居について「父母にも自分にもよかった」という回答が 28.3%、「父母にも

自分にもよくなかった」は 9.3%、「父母にとってはよかったが、自分にとってはよくなかった」

14%「特になし」44.7%などとなっており、よかったと考えている者が 3 割近くいることがわか

る。 

両親の離婚についてのこどもの受け止めは多様である。 

離婚そのものをこどもにとってよくないことである、と一義的に決めてしまうのではなく、両親

の離婚を経験したとしても、こどもたちがしあわせに過ごせるようなしくみづくりをするのが私た

ちの責務である。 

国や各地の地方自治体が、明石市に続いて、こどもの養育費についてさらに一歩踏み出すよ

う、後押ししていきたい。 
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すべてのこどもの育ちを支える支援制度づくりを                           

元家庭裁判所調査官・臨床心理士   

山口 惠美子  

 

明石市は２０１４年 4月に、明石市こども養育支援ネットワークを立ち上げ、こどもの立場、

基礎自治体の責務、他の自治体でも実現可能な普遍性の３つの基本理念を掲げ、全国に

先駆けてこども中心の政策を試みてきた。その政策の未来志向性、多面的総合性、取組み

の迅速性にも目を見張るものがあった。 

とりわけ、コロナ禍で一層逼迫したひとり親家庭のこどもの支援が急がれている昨今、緊

急支援金や立替えから条例化まで踏み込もうとする養育費確保への素早い取り組みには、

敬意を表し、今後のさらなる充実発展を期待している。 

明石市の支援が多面的総合的であったからこそ、紛争の全面解決に役立った好事例が

ある。減額請求の手続きを知らずに減額養育費を支払っていた義務者が、立替払い制度が

きっかけで、精算した後に減額調停を申し立てることができた。その調停の中で権利者の方

から明石市の支援制度の利用による面会交流が提案され、何年も会えなかったこどもとの

面会交流も実現したのである。 

養育費の立替払いの試行からは、手続開始通知、立替後請求等により、三分の一の義務

者が支払いに応じ、制度の安全性が危惧されるようなトラブルも生起していない等の支援

の有効性が見えてきた。反面、必要な情報の周知の難しさや、手続き・費用の支援だけでは

家庭裁判所利用の敷居の高さは解消しない等の課題が推測された。支援の必要性と有効

性と同時に、後追い支援より、事前支援の重要性が認識される。正確な情報に基づく協議

ができるように、離婚前にこそ、親ガイダンスの受講等を可能にする制度の構築が望まれる。 

また、養育費確保は、支払い義務者の責任強化だけに偏らない制度設計が必要である。

権利者の権利行使手続きを容易・簡便にすることによって、義務者の支払い能力の把握も

容易にし、義務の履行者にはインセンティブを、不払いにはサンクションを与え、支払えない

義務者のこどもの支援の充実にもっと注力すべきである。生田秀弁護士による義務者の資

産調査結果は、窮乏義務者の比率は想像以上に高いことを示している。子どもの未来に責

任を負うには、制度疲労を起こし始めている私的扶養、あるいは親にお金を配り続ける社会

的扶養から、明石市の試みのように子育てにお金のかからない社会への転換に歩を進める

べき時期にあると思われる。 

明石市での成果と課題が他の自治体や国でも取り組まれ、さらなる発展を遂げて、日本

中のすべてのこどもが健やかな育ちを支えられることを心から望んでいる。 
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子どもに届き、子どもの声が届く制度設計を 

特定非営利活動法人あっとすくーる   

理事長  渡 剛   

 

私自身が未婚の母子家庭で育ち、その当事者としての経験から養育費の問題を見たと

きに気になることがありました。私は今回の明石市の取組を「当事者に寄り添って考えてく

れているな」と感じたのですが、このことに関する報道が流れると同時に疑問の声が少なか

らずあったということが驚きでした。その疑問が例えば当事者が不利益を被るからというも

のであればよくわかりますが、「行政が家庭に介入すべきではない」といった意見があるの

を聞いた時は本当に驚きました。 

聞けば聞くほど納得がいかなくなり、一番最初の検討会で同じ検討委員で以前からの

お知り合いでもあった津久井先生に「司法は僕らを守ってくれないんですか？」と聞いたく

らいです（笑）。でもこうしたことを踏まえて、ひとり親家庭がこの日本で暮らすということが

いかに大変なことなのかを改めて認識できました。 

今回の養育費の取組のプロセスに関わらせていただく中で、私自身は「子どもにとって

どうなのか」という視点で意見を出させていただきました。検討会を終えての感想は、養育

費は子どもの権利と言われていますが、まだまだその権利が十分に守られる環境ではな

い、ということです。 

例えば今回の養育費の立替払いについても、例え行政が介入してくれたとしても、元配

偶者と連絡を取ることのハードルが高く、利用に繋がらなかったようなケースが何件かある

と聞きました。 

保護者の方のそうした気持ちの葛藤はわかる一方で、子どもの権利であるはずの養育

費が、子どもの意思がどうかではなく保護者の気持ちによってのみ決められることには疑問

があります。例えば今回の明石市の取組は 1 ヶ月分を上限５万円で立て替えるというもの

でしたが、中学生や高校生であれば、受験費用に充てることで受験校を１校増やすというこ

とも十分にできる金額です。子ども自身もこれ以上保護者に負担をかけたくないから我慢

をしているかもしれません。でもそこに養育費という選択肢があれば、これまで諦めていたも

のを諦めなくてよくなるかもしれません。 

だからこそ私は、子どもの権利である養育費について子ども自身がきちんと知る機会が

必要だと考えています。年齢が小さい子どもであれば難しいですが、中学生、高校生くらい

の子どもであれば、十分に理解できると思います。その上で子どもが養育費を必要だと感

じたときに、例えば弁護士の先生や行政の職員の方など、関わる大人が「君の権利を大人

は全力で守るからね」というメッセージとともに支えてくれるようになることが不可欠である

と考えます。単に制度だけを整えるのではなく、子どもを支えてくれる大人を増やしていくこ

とも通じて「社会が守ってくれる」という感覚を当事者が感じられるようになることを切に願

っています。 
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２ 明石市こども養育支援ネットワーク連絡会議 

 

（1）委員 

 

  ＜関係機関＞ 

   日本司法支援センター（法テラス）兵庫地方事務所 

   兵庫県弁護士会（４回目まで） 

   兵庫県社会福祉士会 

兵庫県臨床心理士会 

明石公証役場 

公益社団法人家庭問題情報センター（FPIC） 

大阪ファミリー相談室 

   公益財団法人あすのば（６回目から） 

 

＜有識者＞ 

   片山登志子 氏（弁護士） 

   福市航介 氏（弁護士） 

   二宮周平 氏（立命館大学法学部教授）（２回目から） 

   田中通裕 氏（関西学院大学法学部教授） 

（２回目から８回目まで） 

 

  ＜オブザーバー＞ 

   神戸家庭裁判所  
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（2）委員からのメッセージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法テラスの活動とこども養育支援の展開                          

                                      法テラス兵庫地方事務所   

所 長  林 晃史   

法テラスは、国民にとって司法を身近に、そしてアクセスしやすい存在にするという目的で

国が設置した機関です。法テラス兵庫では、法的トラブル解決への情報提供、経済的に余

裕のない方への無料法律相談の実施、弁護士・司法書士の費用の立て替え、高齢者・障

がい者などを対象とする出張相談、ＤＶ・ストーカー・児童虐待などの被害を現実に受けて

いる方への法律相談など時代のニーズに対応した法的サービスの提供も行なっています。

また令和２年１０月からは法テラス兵庫法律事務所を開設し、地域の法的サービスの充実

を図っています 

さて未成年の子供さんがいる夫婦の離婚問題については、ご相談の件数も多く、また当

事者（もちろん子供にとって）には切実な問題であり、有効な解決の手段が求められる分

野です。明石市の養育費の取り決め、面会交流、そして養育費の受け取りに関する取り組

みは、法テラスとしても有効な解決手段として期待を持って利用者にご案内させていただき

たいと考えています。ただこの取り組みは明石市限定でなく、兵庫県全域、また全国的にも

必要な制度だと考えていますので、今後この制度の拡大・充実に明石市とともに取り組ん

でいきたいと考えています。 

日本での養育支援 

明石市こども養育支援ネットワーク連絡会議に参加して  

                                        兵庫県社会福祉士会 

監 事 土谷 長子   

2014年明石市で始まったこども養育支援事業は、明石市発で全国に広がったといえ

るほどの成果があがった。この間の泉市長はじめ、市民相談係の方々のご尽力に敬服を表

したい。これらの事業は離婚家庭の子どもも当然ながら、一人の人格として尊重すると共

に、健全な成長に必要なものとして捉えられる。離婚後の親子の交流について描かれた絵

本を読むと、翻訳書では同居していない親の家も「もうひとつのおうち」として描かれている

ものがある一方で、日本の方の手によるものではほとんどが、時々会うというものだ。FPIC

でなされた厚生労働省委託調査（2016）においても、日本における面会交流の特徴をみ

ることができる。日本における文化や政策を背景とした面会交流の実践が模索されてきて

いるのだろう。兵庫県社会福祉士会もこの事業に対する取り組みについて、引き続きお手

伝いさせていただければ幸いである 。 
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明石市こども養育支援の事業に関するメッセージ                          

                                        兵庫県臨床心理士会 

会長  羽下 大信   

子どもの状況に関する世界的な統計データからは、日本の子どもたちは世界の先進諸

国の中でも、自己肯定感や生きていることの幸福感が大きく差をつけられて低い、というこ

とが知られています。 

そんな中、日本の現状をよく知る外国籍のある識者で、日本の 10代の子どもたちに向

けて、できるだけ早く、国外に逃亡するか、はたまた、自衛のために武器を取るよう、檄を飛

ばす人がいます。彼は相当に真剣な発信をしていると思われます。 

「子どもたちは未来からの難民だ」。これは子どもにかかわる人たちの間でよく知られた

フレイズで、僕の幾分知るところでは、これを元に、カナダ、イギリス、オランダなどは、国策と

して子ども施策に本気です。（一方、「老人は過去からの難民だ」、という、別のフレイズもあ

り、先ほどの国々では、それぞれに老人施策でも本気のようです）。 

子どもの現状に関するわれわれ日本の大人の認識は、一般にはそれほど危機的ではあ

りません。われわれの認識は相当に甘いのかもしれません。事実、大方のわれわれは、自分

たちのこの 1、2年のことは考えても、子どもたちの 10年 20年後を想定して、彼らに手渡

し、あるいは託せるほどのものを用意していることは稀でしょう。個人的にも行政的にも、教

育・福祉の面で、その本気度は残念ながら低いと、僕には見えてしまいます。事情は問わ

ず、われわれは自分たちのことにかまけて、彼らに対して、とても恥ずかしいことをしている。

そんな気になります。 

明石市のこども支援の事業を拝見するにつけ、現実の親子の困難な事態に具体的に対

応する、実行可能な施策だという感を強くします。明石市の「本気」を感じます。 

 

121



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪ファミリー相談室の願い                          

           公益社団法人家庭問題情報センター（FPIC）大阪ファミリー相談室 

事務長  松島 茂   

大阪ファミリー相談室は、家族と子どもの問題の解決に携わってきた元家庭裁判所調査

官が、「あなたと家族の明日に向けて」の願いで、活動を行っている公益社団法人です。父

母は別れても、子育てのパートナーとして、子どものすこやかな成長のためには、協働しあっ

てほしいと考えています。離婚が子どもの養育や子どもに与える心理的影響を受け止め、子

どもの成長を共に喜び合える父母であってほしいと考えています。当相談室は、子どものす

こやかな成長のため、離れて暮らす親子の交流を仲立ちする面会交流支援、家庭、家族を

めぐる問題の不安や悩みなどの相談、離婚や夫婦関係の修復、養育費、面会交流に関する

調停等、公正証書遺言者への支援、セミナーに講師派遣等の事業を行っています。明石市

の行う先駆的な子ども支援施策に協力できることは当相談室の誇りです。連携して、明石

市民の健全な家族関係の実現に貢献できるように励みたいと思います。 

  養育費問題に社会全体で取り組もう！ 

公益財団法人あすのば 

監事・弁護士  津久井 進 

未来ある社会を実現するためには子どもの権利を第一に考える必要があります。しかし、

子どもの貧困が社会問題になっているのが現実です。その原因の一つは、親の離婚に伴う

養育費の不払いにあります。養育費は裁判所で解決が図られます。しかし、きちんと履行さ

れないと子どもが犠牲になります。この事態は、法制度の不備が、子どもたちに苦難を背負

わせていることにほかなりません。養育費は未来を託された子どもの権利であって、父母の

大人の私的な問題ではありません。むしろ、社会全体で考えるべき非常に公的な問題で

す。司法の限界が指摘されることがありますが、地方自治体や国の行政がフォローすれば

改善を図れます。明石市では知恵を絞って養育費問題に取り組みました。とても意義あるこ

とで、海外の流れも汲んだ大事な成果です。明石市の取り組みが全国に拡がることを期待

しますし、裁判所や弁護士など司法関係者が奮起して、大きく制度を変えていくことが必要

です。 
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  子どもサポート、子育て支援                          

                                        立命館大学法学部 

教授  二宮 周平   

日本の離婚の 87％は協議離婚です。未成年の子のいる離婚の場合、両親は、離婚後の

子の養育計画を練り上げて、子が別居親と交流を継続し、養育費を受け、安心して生活で

きるようにする責任があります。しかし、協議離婚は単なる戸籍窓口への届出で成立しま

す。現行制度は、この責任を果たすための情報提供も相談対応も当事者に丸投げしていま

す。明石市は、国や他の自治体に先駆けて、協議離婚届書を取りに来た市民に対して情報

提供の冊子を配布し、こども養育専門相談など相談体制を充実させ、さらに離婚後の親子

の面会交流や養育費の支援事業を立ち上げました。親の離婚について突然切り出され、誰

とどこで暮らすのか、学校や友達はどうなるのか、別居した親とは会えるのかなど、不安で

一杯の子どもたちがいます。明石市の取り組みは、こうした子どもたちのサポートであり、親

の子育て支援だと思います。心から応援しています。 

子ども養育に関する最先端の取り組みを全国的な取り組みへ                          

                                        弁護士  福市 航介   

明石市における離婚等のこども養育支援は、どの地方自治体よりも早く開始がされ、そ

の支援内容は、現時点でも先進的であり、創造的かつ意欲的なものばかりです。その具体

策は、個別に挙げると与えられた紙面をすぐに使い切るほど多数であり、その内容は充実

しています。 

これらの諸施策で一貫しているのは、離婚等を経験する「こども」を社会全体で守るとい

う視点です。当たり前でありながら、必ずしも十分になされてこなかった取り組みを積極的

に行う明石市の姿勢は、極めて重要であり、全国的な取り組みとなることが必要です。 

ただ、これを各地方自治体に任せるだけでは十分な取り組みの進展は期待できません。

特に予算などは、地方自治体だけでは十分ではないからです。国には、明石市の取り組み

を全国的に広げるべく、予算措置を含めた積極的な取り組みを期待します。 
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３ 本市事業へご協力いただいている方からのメッセージ 

※肩書は 2021 年 3 月時点のものです 

若林昌子 氏 

（前公益社団法人家庭問題情報センター理事長 

元明治大学法科大学院教授） 

   小田切紀子 氏 

（東京国際大学教授） 

   福丸由佳 氏 

（白梅学園大学子ども学部教授） 

   鶴岡健一 氏 

（公益社団法人家庭問題情報センター事務局長） 

   榊原富士子 氏 

（弁護士） 

   光本歩 氏 

（特定非営利活動法人ウィーズ理事長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

124



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもの権利条約の実感できる社会を目指して                          
前公益社団法人家庭問題情報センター理事長  

元明治大学法科大学院教授  

  若林 昌子   

我が国における子どもの権利条約は風化の危機にさらされているといわれて久しい。国

連子どもの権利委員会も、再三にわたり、締約国日本に対し、「子の最善の利益」実現の

法制度構築を勧告している。この厳しい状況の中で、明石市は２０１４年４月こども養育支

援ネットワークを立ち上げ、子どもの養育支援について全国的にも稀な先進的実績を積み

上げられた。その根底には理念的知見が堅持され、施策の実効性も弁護士専門職の活用

などにより顕著であり、今後の施策に期待が高まる。 

子どもの成長発達する権利保障には、如何なる法制度、司法、行政がその実効性を担

保するか。あるべき法制度論、当事者支援について理論的究明が求められる。特に、家裁

実務経験から痛感する緊急最重要課題は、子どものある協議離婚制度改革、離婚後の共

同親権制度の構築であろう。 

この条約は、子どもは父母に養育される権利主体であり、国は父母の養育義務履行確

保のための支援責務を負い、子どもに与えられた諸権利について、「子の最善の利益」原

則に沿う権利保障を担うことを明示している。この条約が生きていると実感できる社会を実

現し、全ての子どもの未来に希望を届けたい。 

親の離婚を経験する子どもに寄り添う                          

                                        東京国際大学教授   

 小田切 紀子   

私は、面会交流支援と親プログラムの実践と研究に専念しており、2015年に明石市の

講座「離婚後の子育てと子どもの気持ち」で親プログラムの紹介をさせて頂いた。2014

年にスタートした「明石市こども養育支援ネットワーク」のすばらしさのひとつは、離婚や別

居に伴う子どもの養育について、定期的に連絡会議を行い関係機関と「連携」して実施し

ていることである。 

今、国が親の離婚を経験する子どもの養育で取り組むべきことのひとつは、面会交流支

援団体の資金助成および人材育成とそれを可能にする公的費用の援助である。もう一つ

は、父母の離婚において子どもを当事者と考え、子どもに関わる問題について子どもの意

思や気持ちを聴く機会を与え、子どもを取り巻く状況について、今どのようなことが起こって

いて、これからどうなる可能性があるのかなどについても伝える制度である。明石市の事業

をモデルに、子どもの養育問題を社会全体で取り組む必要がある。 

125



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもたちの未来につながる有機的なシステムを                          

                                    白梅学園大学子ども学部 

教 授  福丸 由佳    

６年ほど前にご縁をいただき、離婚を経験する親子に向けた FAIT（Families In 

Transition）プログラムを明石市でも実践させていただきました。FAIT は、子どもの視点

から親の離婚を考え、親と子どもの双方が尊重される中で家族の関係や子どもの育ちが

支えられることを目的にした心理教育プログラムです。明石市の先進的な取り組みからも

大いに刺激を頂きながら改良を重ね、現在はオンラインも取り入れた実践と研究を行って

います。 

教育や臨床の現場でも、多様な家族の形、育ちの道筋がある中で、子どもも親もそれぞ

れが大切にされながら、胸を張っていけることの重要さを痛感します。全国に先駆けて、具

体的な子どもの養育支援に精力的に取り組まれてきた、明石市の存在の大きさを改めて

感じるとともに、地域や自治体をはじめとする官民さまざまな取り組みが有機的に関係しあ

い、子どもたちの未来につながるようなシステムを作っていくことも次なる課題であると実

感するこの頃です。 

明石市への期待－子ども施策ネットワークのフロンティアとして                          

                              公益社団法人家庭問題情報センター   

事務局長  鶴岡 健一   

「子ども目線」、「市民の理解」、「広がっていく」。平成２６年に明石市で始められたこど

も養育支援ネットワークの施策として掲げられた３つのポイントです（注）。極めて簡明で、

誰にも分かりやすい、見事なビジョンメーキングです。このビジョンはその後、養育費や面会

交流の取決めの支援、養育費の立替え、天文科学館やあかしこども広場を活用した面会

交流支援からコロナ禍の養育費緊急支援に至るまで、市政の中で着々と形になって実現

されています。 

また、「明石の街は子どもでいくんだ」というぶれないリーダーシップによって、市の人口

はＶ字回復を果たし、子ども施策に伴う経済効果によって市民の理解が増していくという結

果を示しているように思われます。このように施策の効果が目に見えることによって、明石モ

デルともいうべき子どもを核としたいろいろな施策が全国の自治体に広がっており、国の政

策を動かし、子どもの支援にかかわる様々な人々を力づけています。 

 

（注）「養育費等をめぐる関係機関の役割と連携についてⅠ－明石市におけるこども養育支援ネットワーク

について－」平成 27年 3月 1日養育費相談支援センター刊 
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子どもが主人公に                          

弁護士  榊原 富士子   

眼前に、瀬戸内海と雄大な明石海峡大橋を望む明石市は、それだけでも魅力あふれる

地方都市の１つですが、子ども、高齢者、障がいのある者、性的マイノリティその他、政治が

真っ先に手をさしのべるべき人々に寄り添う施策を、先頭にたって進めている街として素晴

らしいと思います。特に、父母の不和、別居そして離婚に巻き込まれた子どもたちへの積極

的な支援策の数々は、他の自治体への刺激・手本になり、今、国の施策を大きく動かしつつ

あります。無料の専門相談、父母の養育費や面会交流の合意形成の支援、養育費の緊急

支援、面会交流の具体的支援・・・子どもたちが義務教育を無償で受けられることが憲法

で保障されているのと同じように、こうした子ども支援が日本全国に広がって当たり前にな

ることを願っています。 

支援の存在を知った子どもたちが生きる希望を持てる取り組み                          

                                      特定非営利活動法人ウィーズ   

理事長  光本 歩   

両親の離婚を経験した子どもの支援をおこなう私たちのもとには、『両親の争いを見て

いるのが辛くて死にたい』『自分が家族を持つことに前向きになれない』等、両親の負の感

情に巻き込まれて悩む 10代の子どもたちはもちろん、その経験を 20代、30代になって

も消化できずにいる方からの相談が日々寄せられます。 

2015年に実施した「別居・離婚家庭のこどもふれあいキャンプ」では、心に抱えた父母

への想いを涙ながらに語る子どもたちの姿がありました。子どもたちは親の笑顔を願い、愛

されているという実感を求めていたのです。 

親に限らず、寄り添いながらエンパワーしてくれる大人が、子どもの周りにいたかどうか

が子どもの人生を左右します。そういうコミュニティを、市を挙げて築き上げようとしている

明石市は、子どもたちに『あなたは大事な存在だよ』というメッセージを常に発してくれてい

ます。 

今後も明石市の子どもの視点に立った取り組みに期待するとともに、国全体がその重要

性に気づき、広がっていくことを心から願っています。 
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あとがき 
 

このテーマとの深い関わりは、２０年以上前の弁護士になりた

ての頃のある出来事がきっかけである。離婚事件の依頼人である

母親の代わりに子どもを学校まで迎えに行った際に、その子が泣

きながら「お父さんと離れたくない。」と私に訴えかけてきた。

本書の冒頭（序章１）に記した弁護士は、実は私のことである。  

その後、２００３年に衆議院議員となり、面会交流の重要性を

訴え、養育費の立替払制度なども議員立法で創設しようとした

が、その当時は議員もマスコミも全く相手にしてくれなかった。  

 ２０１１年に生まれ故郷の明石市長に就任し、このテーマにつ

いても、市民に最も身近な基礎自治体としてできることから始め

ようと考え、時代の流れを読みつつ、準備を進めてきた。  

 そして２０１４年の４月、満を持して、参考書式の配布を始め

た。離婚に行政がかかわりをもつこと自体への批判も想定され、  

おそるおそるスタートした取り組みであったが、ありがたいこと

に好意的な報道が続いた。今となっては懐かしい昔話であるが、

当時としては極めて大きな一歩であった。長い間空を覆っていた

黒い雲の隙間から一筋の光が差し込んだ、まさに歴史的瞬間だっ

たのである。  

 その後も施策を段階的に進めていく中、２０１６年１０月には

国が同様の参考書式を全国に配布し始める。２０２０年７月には

明石市独自での養育費の公的立替にも踏み切り、国でも法制審議

会での本格的な検討が始まった。ようやくここまできたかという

気持ちと、まだまだ不十分、いよいよこれからという気持ちが交

錯しているが、市長就任時の１０年前と比べれば隔世の感がある。  

 いずれにせよ、ここまでやってこられたのは、このテーマに心

を寄せ、明石市の取り組みにご厚情をいただいた方々のご尽力の

賜物である。お力添えをいただいたすべての皆さまに、この場を

お借りして心から感謝の意を表し、厚く御礼申し上げたい。  

 そして、引き続き、ともに取り組みを進めていきたい。  

すべてのこどもたちの笑顔のために。  

 

２０２１年  

明石市長 泉 房穂 
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